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むつ市議会第２０６回定例会会議録 第５号
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（村中徹也） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は29人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

〇議長（村中徹也） 議事に入る前に諸般の報告を

行います。

、 、昨日 本会議終了後の議会運営委員会において

12月17日に議員提出議案２件を上程することが決

定しておりますので、ご了承願います。

以上で諸般の報告を終わります。

〇議長（村中徹也） 本日の会議は議事日程第５号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（村中徹也） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

本日は、目時睦男議員、鎌田ちよ子議員、工藤

孝夫議員、浅利竹二郎議員、野呂泰喜議員の一般

質問を行います。

◎目時睦男議員

〇議長（村中徹也） まず、目時睦男議員の登壇を

求めます。18番目時睦男議員。

（18番 目時睦男議員登壇）

〇18番（目時睦男） 大畑町選出、改革21会派の目

時睦男であります。むつ市議会第206回定例会に

当たり一般質問を行います。

質問に入る前に、２点について私の所見を申し

述べさせていただきます。その１つは、今定例会

において何人かの同僚議員も触れておりますが、

東北新幹線新青森駅開業についてであります。東

北新幹線新青森駅開業は、1971年、昭和46年の基

本計画から38年間、そして新幹線八戸駅開業から

８年 県民 市民悲願の東北新幹線新青森駅が12月、 、

４日に開業し、青森―東京間が３時間20分で結ば

れました。そして、二次交通として新青森駅から

「 」大湊までの新型リゾート列車 リゾートあすなろ

も同時運行されたのはありがたいのであります

が、これまで再三にわたり要望してきたにもかか

わらず、大湊線の強風対策がとられていない現状

を考えたとき、果たして観光客が我が下北を訪れ

てきていただき、新幹線効果があらわれるのかど

うか不安でなりません。

また、これまでの並行在来線を青い森鉄道とし

て第三セクターが引き継いで運行されたものの、

普通運賃がＪＲ時代の37％増、通勤定期が65％増

となり、通勤通学者を初め利用者の負担がふえ、

加えて県の負担がこれまでの５倍に膨らみ、年間

約16億円となって県民負担がふえるなど、手放し

で喜べないのであります。地元負担の軽減策とし

て、国は青い森鉄道の支援策を年末の予算編成ま

でに提示するとのことでありますが、ぜひとも住

民の足を守る意味から、実効ある具体的施策を示

していただきたいと願うところであります。

２つ目は、新むつ市はことしで満５年を迎えま

したが、合併時の最大の課題は財政健全化であっ

たことから、平成23年度までの赤字解消計画を策

定し、行財政改革を積極的に進め、宮下市長は平

成21年度決算を上程した９月定例会で計画どおり

赤字解消が達成できる見通しを示しました。しか

し、年金生活者や高齢者、中小企業の経営者、従

業員の方々が加入している国民健康保険は、医療
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費が予想以上に伸び、５億5,000万円の累積赤字

を生じたことから、平成20年度と今年度の２年間

で国保税が３割近く引き上げとなり、家計がます

、 、ます圧迫され 納付通知書を受け取った方々から

生活費を切り詰め税金を納めているものの、この

先、生活を維持できるのかどうか不安でたまらな

いとの話を多くの方々から聞かされるのでありま

す。しかるに、このような状態が続けば、今以上

、 、に収納率が低下して 国からの交付金が減額され

国保会計が維持できなくなる、さらに税金を引き

上げなければならなくなり、悪循環を繰り返すの

ではないでしょうか。

本市の65歳以上の高齢者の占める割合を見る

と、平成21年度現在で、むつ地区21％、川内地区

35.4％、大畑地区31.8％、脇野沢地区35.1％であ

り、市全体では24％と年々高齢化が進んでおりま

す。特に数字にあらわれているように、旧町村は

高齢化がどんどん進んでおりますが、これは仕事

を求めて地元を離れざるを得ない若者がふえてい

るからであります。このままの状態が続けば、旧

町村の全部が限界集落にならないとも限りません

し、当然医療費が伸びるのは想定しなければなり

ません。しかし、だからといって単純に税金を引

き上げればいいということにはならないのではな

。 、 、いでしょうか それは 憲法で保障している国民

市民のだれしもが健康で文化的な最低限度の生活

を営む権利を有しているからであり、その権利を

国、県、市が責任を持って保障しなければならな

いからであります。

市は、一般会計からの繰り入れ、いわゆる法定

外繰入を否定していますが、しかし国保加入者の

負担軽減策として、全国の多くの自治体で法定外

繰入を行っており、繰入額は全国平均で１人１万

円となっております。したがって、国民健康保険

特別会計の運営に当たっては、市民目線の施策と

して、さらなる税金負担を避け、法定外繰入を行

うべきであります。

それでは、若干前段が長くなりましたが、通告

に従い、以下３点について質問をいたします。市

長初め理事者の明快で前向きな答弁をご期待申し

上げます。

最初の質問は、陸奥湾ホタテガイ被害について

伺います。この問題については、今後の市政運営

上重要な課題であるとの認識のあらわれだと思い

ますが、今定例会に関連する課題を含め、４名が

一般質問を通告しておりますが、できるだけ前の

議員の質問との重複を避け質問をいたしますの

で、よろしくお願いいたします。

月日のたつのは早いもので、本年は合併して５

周年、市制施行50周年という大きな節目の年を迎

えました。そして、私ども市民のだれしもがネク

スト50に向け、豊かで住みよいまちづくりに大い

なる期待を抱き、さらなる発展を願っているやさ

き、地球温暖化の影響と言われておりますが、こ

としの夏は過去に経験したことがない異常なまで

の猛暑が続き、その影響から海水温が高く、魚介

類の回遊や成長に大きな変化が生じ、本市漁業水

産物の主体である大畑のイカの水揚げは11月末現

、 、在 前年度比で前沖と言われる近海での水揚げは

数量、金額とも約４割下回っているものの、遠洋

、で操業している冷凍イカの水揚げは数量で1.6倍

金額で2.3倍上回っており、漁協全体で数量、金

額とも前年度比80％の実績でありますが、依然と

して前沖での水揚げが少ないことから、燃費に押

され、漁業者は苦しい経営実態にあります。

、 、一方 本市の４漁協が行っているホタテ漁業は

陸奥湾の水温が平年を３度以上も高い26度台を突

破したことから、過去に例のない新貝、成貝がへ

い死し、比較的高水温に強い稚貝までもが影響を

受ける被害が発生いたしました。このような本市

の基幹産業である漁業が危機に瀕している実態に

的確な対応を講ずる必要との判断から、４点につ
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いて通告しておりましたが、１点目の管内４漁協

の被害状況の調査結果については、昨日の半田議

員の質問と重複しておりますので、取り下げいた

します。

２点目は、陸奥湾全体の被害状況についてであ

ります。陸奥湾の被害調査は、10月５日から湾内

11漁協での生存率調査を皮切りに、11月２日から

はホタテガイの実態調査を実施するなど、被害状

況の把握に努めているようでありますが、本市の

水産加工業者のほとんどが平内、青森など湾内全

体から仕入れている実態にあることから、湾内全

体の被害状況が今後の工場操業に影響を及ぼしま

すので、陸奥湾全体の被害状況についてお示しを

願います。

３点目は、漁場整備対策や漁業者への救済対策

についてであります。市は、ホタテ被害対策とし

て 今定例会に緊急雇用創出事業費として2,000万、

円の補正予算を提案し可決されました。これは、

県の漁業高水温被害対策事業を活用し、交付金を

受け、1,290人の雇用を見込んでいるものであり

ますが、むつ市漁業高水温等被害対策本部におい

て、国・県の対策とは別に市独自の救済対策が議

論されているのかどうか、具体的対策とあわせお

知らせを願います。

４点目は、水産加工業者への支援、雇用対策に

ついてであります。ホタテガイへい死による影響

は、漁業者だけではなく、加工業者にも及びつつ

あります。現在市内の水産加工業者でホタテを扱

っているのは10社ほどで、最盛期には400人ほど

を雇用しておりますが、水産加工業者の中にはホ

タテ加工だけの業者もあれば、ホタテ以外の水産

物も加工している業者もあるなど、事業者によっ

て扱う魚種の違いがあるものの、来年以降、品薄

により加工用ホタテが確保できなければ工場閉鎖

や雇用どめなどをしなければならない厳しい状況

が予想されます。したがって、市はホタテ加工業

に対し、今後どのような雇用対策や支援対策を考

えているのかお示し願います。

以上、３点について、本市の基幹産業である水

産業振興の実効ある答弁を求めます。

次は、高齢者への肺炎球菌ワクチンについてで

。 、 、 、あります 肺炎は 日本人の死亡原因では がん

心臓病、脳卒中に次いで第４位で、死亡者は年間

10万人を超えております。厚生労働省の調査によ

、 、れば 肺炎による死亡者は高齢者ほど比率が高く

肺炎による死亡者の95％が65歳以上の高齢者とい

います。肺炎の原因となる細菌は、数種類ありま

すが、一番多いのが肺炎球菌によるものとされて

おります。60歳以上の肺炎で死亡した人の半数が

肺炎球菌による肺炎だという研究報告もありま

す。この肺炎球菌による肺炎を防止するワクチン

が肺炎球菌ワクチンですが、このワクチンの接種

率は日本では４％と低いのが現状で、７割が接種

していると言われるアメリカと比べ、非常に低い

ものとなっております。このワクチンは、１度し

か接種できないという制約があります。しかし、

、 、１度接種すれば 予防効果は５年間続くと言われ

23種の肺炎菌に有効で、肺炎の８割に効果を発揮

すると言われております。また、インフルエンザ

ワクチンとの併用も、肺炎予防に高い効果が得ら

れると言われております。

しかし、この肺炎球菌は、ごく一部を除き保険

が適用されません。ワクチンの接種にかかる費用

は7,000円前後となっておりますが、これに公費

による助成を行うことにより肺炎を予防し、相乗

効果として医療費の抑制にもなることから注目さ

れ始め、公費助成による自治体がふえ、青森県で

は2007年に外ヶ浜町が70歳以上を対象に助成制度

を始めたのを皮切りに、現在八戸市、黒石市、東

通村、佐井村など、７市町村が高齢者を対象に公

費助成を行っております。そこで、次の２点につ

いてお伺いいたします。
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１点目は、先ほど申し上げましたように、接種

率が低いのはワクチンの認知度が低いことが挙げ

られておりますが、認知度を高めるために、市は

これまでどのような対策を講じてきたのかお示し

願います。

２点目は、医療関係者から予防効果が高いとの

評価がありながら、接種率が低いのは、経済的負

担にあるのではないかと推察いたしますが、短命

県返上と医療費抑制効果を期待する意味から、接

種をする高齢者に公費助成すべきと考えますが、

市長のご所見を求めるものであります。

最後に、市道中島９号線のガード撤去について

伺います。私は、合併以降、この問題について再

三再四一般質問をしてきましたが、いまだに解決

に至っていないことから、今定例会でも通告した

次第であります。

今年３月のむつ市議会第203回定例会の答弁を

要約しますと、このガードは不法占用であるが、

相手方とは他の土地の用地買収などで市が果たさ

なければならない課題もあり、円満解決に向け交

渉、協議に徹していくということであります。そ

こで、２点について簡潔に伺います。

１点目は、３月以降の相手方との交渉、協議は

どのように進んでいるのか。

２点目は、不法占用でありながら、撤去手続を

とれない具体的な理由を示していただきたいので

あります。そして、ガード撤去までの間、歩行者

を含めどのような道路安全対策を講じるのか、あ

わせて伺います。

以上、３項目について申し上げ、壇上からの質

問といたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 目時議員のご質問にお答え

いたします。

まず、陸奥湾ホタテガイ被害対策についてであ

りますが、議員ご承知のとおり、本年夏の猛暑に

より、陸奥湾ではホタテガイの生育に影響を及ぼ

すとされる23度を超える水温が54日間も続いたこ

となどから、ホタテガイが大量へい死し、市内の

各漁協においても被害を受けている状況にありま

す。

ご質問の第１点目、陸奥湾全体の被害状況はど

うかについてでありますが、陸奥湾内の関係漁協

や県、研究機関及び市町村により、11月２日から

17日にかけて現地調査を実施するとともに、この

調査と並行して全養殖漁業者を対象に、へい死状

況や養殖数量等について聞き取り調査を行ってお

り、調査結果につきましては、担当部長より説明

をいたします。

次に、漁場整備対策や漁業者への救済対策につ

いてでありますが、市では漁港、漁場の環境改善

を図るとともに、就労の場を確保するため緊急雇

用創出事業を活用して、地まき漁場における有害

生物等の除去、漁港や海岸の清掃及び密漁監視な

どを実施し、被害を受けられました漁業者の生活

支援に努めてまいりたいと考えているところであ

ります。

次に、加工業者への支援、雇用対策についてで

ありますが、県では加工業者に対し、金融支援や

雇用調整助成金についての説明会を開催してお

り、市内の加工業者も５社が参加していると伺っ

ております。市では、11月24日に市内の加工業者

を訪問し、ホタテガイの調達状況や従業員の雇用

実態の把握に努めたところであり、今後は県の融

資制度の紹介などにより、加工業者への支援雇用

対策に努めてまいりたいと考えておりますので、

ご理解賜りたいと存じます。

次に、高齢者への肺炎球菌ワクチンについての

ご質問にお答えいたします。目時議員ご承知のと

おり、肺炎球菌ワクチンは、日本人の死因の第４

位となっている肺炎の中でも高齢者に多い起炎菌
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である肺炎球菌に有効で、インフルエンザワクチ

ンと併用することにより高齢者の死亡率低下に効

果的なワクチンであります。

まず、肺炎球菌ワクチン接種に対する認知の現

状についてでありますが、国で接種を義務づけて

いる定期予防接種ではなく、任意の予防接種であ

ること、接種費用が１回の接種で8,000円程度と

高齢者にとっては高額であること等から、認知度

は決して高いものではないと認識いたしておりま

す。

肺炎球菌ワクチンの接種は、あくまでも任意接

種で、接種を受ける側と医師の判断によって接種

が行われるものであり、行政が積極的に干渉する

ものでないことから、現在市として認知度を高め

るための積極的な広報等を行っていないのが現状

であります。

また、市内では10カ所ほどの医療機関で接種を

受けることができるようですが、任意接種である

ことから、接種の報告義務もなく、接種率等の把

握はできていない現状であります。

目時議員ご指摘のとおり、この肺炎球菌ワクチ

ンについて、公費での助成を行う自治体がふえて

きているのは事実であります。しかしながら、現

在厚生労働省の厚生科学審議会予防接種部会にお

いて、新たに公的予防接種の対象とすべき疾病、

ワクチンを含め、今後の予防接種のあり方につい

て検討を行っているところであります。したがい

まして、現段階ではあくまでも任意の予防接種で

あることから、当市といたしましても、今後の国

の動向を見据えながら検討してまいりたいと考え

ておりますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、市道中島９号線のガード撤去についての

ご質問にお答えいたします。まず、第１点目、相

手方との交渉、協議内容を明らかにされたいにつ

いてであります。大畑地区市道中島９号線のガー

ド撤去についてのご質問は、平成17年６月のむつ

市議会第184回定例会を最初として、今定例会で

６回目となります。この間、故杉山前市長、そし

てそれを引き継いだ私といたしましても、目時議

員同様、緊急車両等の通行、地域住民の安心安全

な生活を考え、相手方とガードの撤去交渉を続け

てまいったところでありますが、残念ながら撤去

には至っておりません。

さて、交渉、協議内容でありますが、目時議員

最初のご質問後、さまざまな点から協議を重ね、

今日まで交渉を続け、ご協力をお願いしてきてい

るところであります。今後とも解決に向け鋭意努

力してまいりたいと考えておりますので、ご理解

賜りたいと存じます。

第２点目、不法占用でありながら、撤去手続を

とれない具体的理由を明らかにし、今後の安全確

保対策を示せについてであります。まず、撤去手

続をとれない具体的理由とのことでありますが、

平成22年２月のむつ市議会第203回定例会でもお

答えしましたとおり、不法占用を理由に、道路法

に基づき撤去手続をとることは可能なわけです

が、相手方とは旧大畑線内の市道、生活道等の利

用に関し、さまざまな問題を抱えており、それら

の影響を考えますと、相手方の了解を得ずにガー

ドを撤去することは大変困難な状況にありますの

で、ご理解賜りたいと存じます。

次に、今後の安全確保対策を示せとのことであ

ります。ガード前後の道路拡幅、カーブ解消は、

逆に事故の危険が考えられますので 「徐行 「危、 」

険」等の道路標識により安全確保に努めたい所存

。 、であります これまでと同様の回答となりますが

この件に関しましては、非常に難しい問題が内在

しておりますので、今後とも相手方とは粘り強く

交渉を続けてまいりますので、ご理解賜りたいと

存じます。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） 目時議員の陸奥湾ホタテ
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ガイ被害対策について、市長答弁に補足説明させ

ていただきます。

陸奥湾全体の被害状況はどうかについてであり

ますが、被害の実態を把握するため、県や研究機

関、関係漁協により、11月２日から17日にかけて

現地調査を行うとともに、全養殖漁業者を対象に

へい死状況、養殖数量、施設の管理等について聞

き取り調査を行っております。

県の情報では、これまでの調査で稚貝の生残率

は夏泊半島の西側でゼロから71％、夏泊半島の東

側で３から97％、同じく新貝は西側でゼロから

52％、東側で３から95％となっております。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） ありがとうございました。１

点目のホタテガイの被害状況について再質問をさ

せていただきたいと思います。

まず１つは、10月28日に本市のむつ市漁業高水

温等被害対策本部が設置されているわけでありま

すが、この構成メンバーについてお知らせを願い

たいと思います。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） むつ市の対策本部の構成

メンバーでございますが、まず市長が本部長でご

ざいます。それから、副本部長に副市長、本部付

として政策統括参事、以下本部員として総務政策

部長、財務部長、民生部長、保健福祉部長、教育

委員会事務局教育部長、川内庁舎所長、大畑庁舎

所長、脇野沢庁舎所長、経済部長でございます。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） 今お聞きをして、対策本部は

行政内部のメンバーで組織をされているわけであ

ります。そこで、漁業者の方々や水産加工業者、

直接このホタテの生産、加工に従事をしている方

々、また学識経験者等々含めた第三者の方々を対

策本部のメンバーに入れていない理由と、もう一

つには、漁業者や水産加工業者の実態把握、また

その方々の意見、要望等についてはどのように把

握をしたのか、あわせてお聞きをしたいと思いま

す。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） この対策本部、高水温等対

策本部というふうなことは、ホタテガイだけに特

化しないで、つまり先ほど壇上で目時議員お話し

のように、イカのほうはかなり回復はしつつあり

ます。12月に入ってから、かなり大漁が続いてい

るというふうな話も伺っておりますけれども、む

つ市行政区域としては大畑町漁協、関根浜漁協と

いうふうに湾外の漁協も抱えておるわけでござい

ます。その部分でも高水温の影響が非常に大きい

ものがあるというふうなことでございまして、ホ

タテガイ対策ということではなくて、高水温等対

策本部ということを立ち上げた次第でございま

す。

そして、その中に学識経験者及び漁業関係者を

なぜ入れないのかというお尋ねでございますけれ

ども、行政としてまず何ができるのかと、そうい

うふうな意味で、行政としてのスタンスをしっか

りまず固めてから、さまざまな形で学識経験者か

、 、 、らお話を聞く場面 そしてまた漁業者 加工業者

その方々からは対策本部から十分なお話を聞く体

制は整えておるところでございます。特に加工業

、 、 、者 また漁業者等におきましては 担当部が赴き

そしてその状況を尋ね、そしてどういうふうな相

談事があるのか、相談窓口も設置し、そういうふ

うなことでしっかりとした対応をとらせておると

ころであります。

私が指示したのは、自らがその被害を受けてい

る立場というふうなことを認識するような形で対

策をとるようにと、このように命じているところ

でありますので、十分その対策本部、現在の体制

の中でもその役割を果たし得るものと、このよう

に思っております。
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〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） わかりました。いろいろきの

うの半田議員の質問にもありましたが、今この高

水温による、とりわけホタテのへい死の問題につ

いては、漁業者はもちろん、加工業者が大変な心

配をしております。そういう面で、行政としても

サポートできる部分について真剣な検討をお願い

をしたいわけであります。

さて、先ほど経済部長からお話がありました。

陸奥湾全体の被害状況についてでありますが、私

が情報として仕入れている部分では、新聞等の報

道もあるわけでありますが、県は陸奥湾全体の被

害の状況について、今月中旬に公表すると、こう

いう情報があるわけでありますが、具体的に私が

つかんでいる情報では、あさって、16日に県が公

表するというふうな情報もあるわけであります

が、市として現在把握している部分で公表の時期

はいつなのか、情報を把握していればお知らせを

願いたいと思います。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） 県からの情報ですと、県

としての公表は12月中旬というふうにだけしか現

在情報を得てございません。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） それでは、次でありますが、

陸奥湾全体の県の調査結果が公表された後に、た

だちにその被害状況に伴う具体的な対策を検討す

るということの立場で、先ほどのむつ市漁業高水

温等被害対策本部を開催する考えがあるのかお聞

きします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 当市といたしましては、む

、 、 、つ市漁協 そしてまた川内町漁協 脇野沢村漁協

そしてまた大畑町漁協、関根浜漁協というふうな

、 。形 その漁協の中でのお話は十分伺っております

、 、ただちにその県の情報を 調査の結果を踏まえて

どういう対応をとるのかというふうな、対策本部

を開くのかというふうなことでございますけれど

も、いつでもこの体制では開くことができますの

で、その調査結果を踏まえて検討していきたい、

このように思います。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） なぜ私が今の部分をお聞きし

ているのかは、県が公表をして、陸奥湾全体の被

害状況がわかった段階で、来年度以降の対策とい

う部分について、着々と準備をしなければ具体的

に漁業者や加工業者等の操業に影響してくるとい

う心配がございますので、的確な機敏な対応をお

願いしておきたいと思います。

それで、国の緊急支援事業は、本県では他の地

域からの原料ホタテの調達やホタテ以外の魚種で

の新たな加工品づくりに活用でき、原料運搬費な

どに対して助成され、青森市や平内町でのホタテ

を主な原料とする加工業者15社が支援事業に向け

て応募したとのことでありますが、この事業につ

いて市はどのように対応したのかお伺いをしま

す。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） 目時議員ご質問の加工業

者への対応でございますが、担当課のほうで加工

業者を１社ずつ訪問いたしまして、加工原料の調

達状況、それから従業員の確保状況、加工の状況

等々を聞き取りで調査しております。その中で、

議員ご指摘の事業を活用し、他からの輸入運搬等

への助成を求めている業者が市内に１社ございま

す。他の業者は、まだそこまでには至っていない

ようでございます。ただ、その加工につきまして

も、それぞれに加工業者自体の加工戦略なり販売

戦略、それから加工原料の導入戦略がございまし

て、同一歩調というわけにはなかなかいかないの

が現実かと考えてございます。

〇議長（村中徹也） 18番。
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〇18番（目時睦男） この点について、私も加工業

者の方々、全体ではありませんが、今部長おっし

ゃったような、実際青森等々生産現場から輸送し

ている、そして加工している業者についても実態

。 、の把握をしたつもりであります そこの中で若干

もう国のほうでは応募については締め切りをし

て、もう審査に入っていると。こういう状況で、

これについては先ほども聞いたのでありますが、

直接業者の方々に聞き取りなり要望なり、意思が

あるのかどうかというレクチャーについては機敏

でなかったという、こういう状況を業者の方々か

ら聞いているわけであります。そういう意味も含

めて、今後の部分、これから融資の部分について

はいろんな県の融資制度もありますし、こういう

面で機敏に対応してほしいということをお願いし

ておきたいと思います。

さて、青森市は10月22日に本市と同じように対

策本部を設置しております。そこの中で青森市の

対策本部では、税の減免、徴収猶予、生活相談、

資金貸し付け、各種利用料金などの減免、教育関

連支援、就労対策、中小企業対策、水産業振興対

策の７分野26項目について検討しているというよ

うなことでお聞きをしております。その中で緊急

を要する対策として、ホタテガイの母貝を確保す

ることを目的に、むつ湾漁業振興会や県との連携

によってホタテガイ母貝対策基金造成事業と一般

事業資金並びに地場産業緊急支援資金の融資枠拡

大に、新聞報道もありますが、22億円の補正予算

を12月定例会に提案をしているわけであります。

大畑の加工業者のほとんどは、４月から９月まで

はホタテだけを加工しておりますが、むつ地区を

含め、この加工業者には約300名が雇用されてい

るわけであります。しかし、原料がなければ、業

者の方々は雇用どめをしなければならない。その

ことによって、働いている方々は仕事を失う。事

業者は事業運営が苦しくなることが予想されるわ

。 、 、けであります したがって 就労対策や生活相談

資金貸し付けはもちろん、事業者に対する税の減

免、徴収猶予、各種利用料金などの減免、中小企

業対策、水産業振興対策などについて検討すべき

と思うわけでありますが、このことについて市長

はどのように考えているのかお聞かせを願いたい

と思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 対策本部は、先ほどご紹介

をいたしましたように、すべての部が入っており

ます。教育部門、そしてまた経済部門、経済部門

は当然でございますし、保健福祉部門、それぞれ

の立場でできることはしっかりやれというふうな

、 。ことで その対策本部の意思は統一しております

ですから、そういう意味で相談窓口も開設いたし

ました。そして、相談窓口にお見えになったとき

にはしっかりと対応するようにと。

また、本庁舎の窓口でありますけれども、各分

庁舎においても相談があったらただちに連絡を

し、その相談に対応するようにというふうなこと

を命じております。そしてまた、母貝の確保、こ

の部分につきましては、２億円基金が積まれるわ

けでございますけれども、当市としても先般の補

正予算の御議決をいただいております。そういう

ふうなことで着々と、決して他市には劣らないよ

うな体制をしっかりとるようにと。平成15年も、

たしか強風でのホタテの被害がかなり甚大なもの

がございました。それに比してしっかりと、それ

以上の対策をとるようにと命じておりますので、

その部分については我々しっかりと対応していき

たいと、このように思っております。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） 今市長から決意をいただきま

した。今国の分野においても、このホタテのへい

死の問題についてはいろんな支援策を検討してい

るようでありますし、具体的に出ている部分も、
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先ほどの議論の中でもあらわれているようにある

わけであります。同じように青森県としても重要

な産業でありますから、当然のこととして、あら

ゆる方面からの検討を加えて支援対策、融資対策

も含めてとっているわけであります。我がむつ市

も再三市長初め皆さんの中で言われているのは、

第１次産業が本市の基幹産業だと、こういうこと

で位置づけをしているわけでありますから、とり

わけ４漁協、そして加工業者に対して、国・県に

加えて我がむつ市独自の支援救済対策を真剣に議

論していただくことを要望しておきたいと思いま

す。

さて、この項での最後の質問でありますが、持

続可能な陸奥湾のホタテガイの生産体制を構築す

るために、むつ湾漁業振興会が湾内のホタテガイ

生産数量を漁協ごとに、それぞれ半成貝、新貝、

成貝、地まき貝の規格別に設定をしたタスク制度

を導入し、本年度から本格運用開始されたとのこ

とであります。このタスク制度によって本市にも

規格ごとの生産数量の割り当てがあったと思いま

すが、タスク制度についてどう対応したのか、最

後お聞きをしたいと思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） このタスク制度によりまし

て、基金をむつ湾漁業振興会の中で２億円を積み

立てると。県からたしか１億円、残り１億円にお

いては、それぞれのタスクの中でパーセンテージ

に応じて補助金を積み上げてくれというふうな体

制が示されましたので、それで今回の補正予算と

して上程させていただき、500万円、たしか７％

でしたか、そういうふうなことで、それに応じて

補助金を基金に充てるように御議決をいただいた

次第でございます。

具体的なそのタスク制度についてのお尋ねでご

ざいますので、担当からお話しさせていただきま

す。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） タスク制度によります各

漁協への生産数量の割り当てでございますが、各

漁協ごとの数量は、現在市のほうでは把握してご

ざいませんが、市全体では９万トンと伺ってござ

います。割合では7.8％でございます。

今回の母貝確保2,000トンに対する市町村の負

担割合も、このタスクの割り当て占有率に応じた

形で500万円という数値が示されてございます。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） わかりました。

それで、２つ目の項目について再質問させてい

ただきますが、ワクチンの関係であります。先ほ

どの市長答弁の中で、公費助成については国も新

たなワクチンの取り扱いの部分について検討して

いるというふうなことで、その国の動向を見きわ

めると、こういうふうなことでありますが、先ほ

ど壇上でもお話をしておりますように、八戸市や

黒石市、そして近隣の自治体としては東通村とか

佐井村も助成をしているわけであります。私は、

国の動向を見守るという部分については否定をす

るものではないのでありますが、今本市はとりわ

け高齢化が進んでおります。この高齢者の方々に

生きがいを与えるというか、やはり行政が手を差

し伸べるという、こういう姿勢が私は大切だろう

と、このように思うのであります。

ちなみに、平成21年９月現在の本市の65歳以上

の人口は１万5,223人であります。仮に接種率が

高どまりで５％で見て2,000円を助成したとすれ

ば、152万円の公費助成という金額になるわけで

あります。私は、こういう制度を設けることによ

って、認知度についても高まると、このように判

断をするわけであります。そういう意味で、先ほ

ど言ったような状況で、今後具体的にこの本市と

して肺炎球菌ワクチンの接種について公費助成を

するという、こういう点についての検討をすると
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いうことについて判断を求めたいわけであります

が、ご答弁をお願いしたいと思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 現段階では、あくまでも任

意の接種であるというふうなことでございますの

で、繰り返しになりますけれども、国の動向を見

据えながら、市としては検討してまいりたいと、

このように思っております。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） 念を押すわけではないのです

が、ということは本市としての具体的な独自のと

いうか、そういう条例を制定するという、そうい

う形での検討はできないということなのでしょう

か。私は、この部分については施策として市長の

７つの公約の中の一つだろうと、こういうふうに

思うわけでありますが、検討できないということ

、 。なのでしょうか 再度お聞きをしたいと思います

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 条例の制定ということの内

容が、私ちょっと理解できませんけれども、検討

しないということではございません。検討してま

いりたいというふうなことを、これは任意の接種

でございますので、国の動向を見据えながら検討

してまいりたいと、このように答弁をさせていた

だきます。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） ぜひともこの点についても検

討をお願いしておきたいと思います。

最後、時間がありませんが、市道のガード撤去

、 、についてでありますが 先ほどの市長答弁の中で

前の私の質問にも答弁している記憶をしているわ

けでありますが、あの道路のガードの柱、道路の

真ん中にあるわけでありますが、この眼鏡の部分

を取り除けば、逆に事故の危険性があるという、

そういう点での答弁であったろうという記憶をす

るわけでありますが、ということは、あのガード

は存置しておいたほうがいいということなのでし

ょうか。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

〇建設部長（山本伸一） 基本的にはガードの柱を

取るということではなくて、ガードを撤去すると

すれば、全体を撤去しないといけないとは思いま

すけれども、いわゆる道路の安全性を保つには、

その前後の、あそこは非常に狭い道路になってお

りますものですから、幅を広げたり、それからカ

ーブ自体がちょっと急なものですから、前後の拡

幅も必要になろうかと思います。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） 今の答弁、ちょっと理解でき

ないのですが、ガードは撤去しなければならない

という認識をしているのかどうか、再度お聞きを

します。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

〇建設部長（山本伸一） 道路管理するうえでは、

安全確保のためには将来的には撤去ができるもの

であればする方向というふうに考えております。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） 基本的な現地の認識、とらえ

方の部分について、これまで相手方と鋭意交渉、

協議はしてきたと。これからも交渉、協議は継続

して撤去に至っていきたいという、私はこれまで

そのような認識でとらえておったのです。ただ、

今の部長の答弁等々含めて、先ほどの市長答弁も

含めて、今のままで撤去しないほうが安全なのだ

というとらえ方だとすれば、交渉なり協議につい

ても変わってくるだろうという判断をするわけで

ありますが、しつこいようですが、再度認識なり

今後の部分についてお聞きをしたいと思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） これまでもガードのこの撤
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去交渉を続けてまいったと、その基本線は崩れま

せん。粘り強く交渉させていただきたいと、この

ように思っております。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（目時睦男） わかりました。いろいろ住民

の方々、とりわけ前にも申し述べておりますが、

あそこは通学道路にも現実なっているわけであり

ます。先般教育関係者からもご意見をいただきま

した。やはり子供たちが危ない、心配だという教

育関係者の声であります。そしてまた、消防署が

バイパスに移転して、災害等の場合には、あの道

路は私はより以上緊急車が通過する道路になるだ

ろうと、こういうふうに思うわけであります。そ

ういう意味からしますと、今まで以上にあのガー

ドについては、住民の安全を確保するためには撤

去はしなければならないという認識は深まってい

るだろう、このように思うわけであります。そう

いう面で、他の箇所の用地買収との関連がある、

そういう意味で相手方に余り刺激を与えるという

こともという意味のこれまでの答弁であります

が、そういう先ほど私が申し上げたような実態も

含めたときに、ぜひとも住民の安全を確保してい

く、こういう面から、鋭意交渉、協議に当たって

いただくことを最後に強く要望しながら一般質問

を終わりたいと思います。ありがとうございまし

た。

〇議長（村中徹也） これで、目時睦男議員の質問

を終わります。

午前11時10分まで暫時休憩いたします。

午前１１時００分 休憩

午前１１時１０分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎鎌田ちよ子議員

〇議長（村中徹也） 次は、鎌田ちよ子議員の登壇

を求めます。１番鎌田ちよ子議員。

（１番 鎌田ちよ子議員登壇）

〇１番（鎌田ちよ子） おはようございます。公明

党の鎌田ちよ子です。むつ市議会第206回定例会

に当たり、通告に従い一般質問をいたします。市

長並びに理事者の皆様におかれましては、具体的

で実効のあるご答弁をお願い申し上げます。

質問の１は、地域経済振興対策についてお伺い

いたします。この夏、小惑星イトカワの岩石採取

に挑んだ探索機「はやぶさ」は、往復60億キロの

旅を終え地球に帰還、本体が大気圏に突入して燃

え尽きる前に切り離した耐熱カプセルが回収され

ました。現在全国各地で展示、公開され、大きな

反響が起こっています。2003年の打ち上げから丸

７年、イトカワに着陸した直後から２カ月間も通

信が途絶えたり、４台あるイオンエンジンのうち

３台が動かなくなるなど、相次いで深刻なトラブ

ルが発生、しかし関係者の機転と粘り強い運用管

理で危機を乗り越え、見事に地球に帰還、太陽系

誕生のなぞを秘める宇宙の化石と呼ばれる微粒子

の岩石を1,500個以上も運んできました。

弘前市出身のプロジェクトマネジャー川口宇宙

航空研究開発機構教授は記者会見で 「長い苦労、

が報われた。日本の長きにわたる宇宙開発の成果

」 。「 」 、だ と語っておられました はやぶさ の姿に

宇宙航空研究開発機構には、あきらめない大切さ

を教えられたなどの声が数多く寄せられているそ

うです。この事業を成功させたスタッフの執念と

その技術力に大いに感動し、それがカプセル展示

の盛況につながっていると思います。

そして、このことは長年にわたって培ってきた

日本の技術が非常にすぐれたものであり、世界に

誇れるものであることを証明したと言えます。

、 、ところで 本市でもものづくりのオンリーワン
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ナンバーワンの技術の集積があります。また、か

ねてより産、官、学の連携による産業支援、地場

産業の活動支援、企業支援に地道に取り組んでこ

られました。具体例とその成果について、また今

後の課題について２点お伺いいたします。

、 、 、質問の２は 道路環境整備 道路橋の保守点検

老朽化対策についてお伺いいたします。生活イン

フラの中でも、特に身近な存在でありながら保守

点検、老朽化対策が進まない道路橋について、戦

後我が国は荒廃した国土整備の中で、道路、橋、

トンネルなどインフラ整備を行いました。橋は、

50年間使用する前提で建設されていると言われて

おり、東京オリンピック前後、高度成長期につく

られてきた多くの橋が50年に達しつつあります。

記憶に新しいことでは、３年前の８月、アメリカ

で起きた高速道路橋崩落の大惨事や、同年徳島県

と香川県境にかかる20メートルの橋が落橋、ほか

にも全国で災害などの原因ではなく、突然道路橋

が落ちる現象が見られてまいりました。現在全国

には橋の長さが15メーター以上の道路橋が約15万

カ所あり、その約６割が市町村管理の橋と伺って

います。

１、本市の重要橋りょうである橋の長さが15メ

ーター以上の橋の老朽化の状況について。２、道

路橋耐震調査と保守点検管理、今後の対応方につ

いてお伺いいたします。

質問の３は、防犯灯について。光源にＬＥＤ、

いわゆる発光ダイオードを使用した防犯灯設置に

ついてお伺いいたします。ＬＥＤを使用した照明

は、従来の蛍光灯などに比べ、小さい電力で点灯

が可能で、蛍光灯の約50％の電力で照らします。

その結果、省エネやＣＯ 削減に大きな効果が期２

待でき、またＬＥＤ照明は長寿命です。１日12時

間の使用で約10年間利用でき、さらに既存の蛍光

灯などに含まれる有害物質の水銀などを含まない

など、環境負荷の少ない照明でもあります。以前

には、照射範囲や価格で難点があり、信号機や液

晶画面のバックライトなど、特殊照明にしか使わ

れてきませんでした。しかし、近年の目覚ましい

技術開発の結果、低価格化とともに性能が向上し

ました。市民の安全、安心に不可欠な防犯灯であ

ります。さらに、地球に、人に優しい防犯灯にし

。 、 、 、なければなりません 省エネ性 長寿命 高輝度

安全性に利点があるＬＥＤ防犯灯を積極的に導入

すべきと考えます。ご所見をお伺いします。

質問の４は福祉行政、地域福祉支援体制の整備

についてお伺いいたします。日本は、2006年から

総人口が減少に転じ、目前には2012年問題が、そ

の先には2025年問題が待ち構えています。団塊の

世代がいよいよ労働市場から引退し、高齢者層に

大量に突入していくのが2012年であり、2025年問

題は、その団塊の世代が75歳以上になり、総人口

に占める65歳以上の高齢者の割合が30％に達し、

高齢者人口のピークを迎えます。本市の現在の高

齢化率と、10年後である2020年の高齢化率は何％

になるのでしょうか。超高齢化社会を目前にした

、 、 、今 医療 介護を中心に新しい地域福祉像を示し

乗り切る体制づくりを急がなければなりません。

ことしの夏、大きな社会問題となった地域から

孤立化する高齢者がふえる中で、地域全体で高齢

者を支えるネットワークづくり、在宅で安心して

暮らすことができる仕組みづくりは地域福祉の喫

緊の課題です。

１、暮らしの中の不安や相談事など、地域包括

支援センターができて、市民生活はどのように変

わったのでしょうか。

２、地域における見守り、外出、買い物など、

生活支援サービス全般についてお伺いをいたしま

す。

以上、４項目について質問いたしました。明快

で具体的なご答弁を期待申し上げまして、壇上よ

りの質問といたします。
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〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 鎌田議員のご質問の地域経

済振興対策についての１点目、具体例と成果につ

いてでありますが、探査機「はやぶさ」の快挙に

つきましては、私も議員同様快哉を叫んだ者の一

人でございます。

ものづくりとは、単に生産、製造を指す場合も

ございますが、多くの場合は卓越した技術や傑出

した創意工夫に基づく高度な生産、製造活動を意

味しており、資源に乏しい日本は、まさにものづ

くりにより発展してまいりました。

厚生労働省や青森県におきましては、ものづく

りの推進を目的といたしまして、卓越技能者表彰

の制度を整備し、技能者の地位と技能水準の向上

を図っているところであります。厚生労働省の制

度は、通称現代の名工として広く認知され、当市

におきましては、畳製造に携わる方が平成21年に

表彰を受けており、県の卓越技能者につきまして

は、和菓子、宮大工、建具などの分野におきまし

て、多数の方々が表彰されているところでありま

す。市におきましても、同様の制度といたしまし

て、陸奥の国未来技能賞及び陸奥の国未来技能奨

励賞を設けておりますことから、今後有効活用を

図り、ものづくりを推進してまいりたいと考えて

いるところでございます。

次に、質問の２点目、今後の課題についてであ

りますが、国は平成11年にものづくり基盤技術振

興基本法を制定し、空洞化が懸念される製造業の

基盤技術継承に努めているところであります。し

かし、高度な技術を継承するためには長い年月を

、 、 、要しますことから 地域 企業規模にかかわらず

人材確保、技術水準の保持などが共通の課題とな

っているところであります。

このような中、本年青森県板金工業組合青年部

下北支部に所属する２名の方が全国建築板金競技

大会におきまして、見事上位入賞なされ、若い世

代にもしっかりとした技術力が培われていること

、 。が確認され 非常に喜んでいるところであります

私といたしましては、市の活性化を促進すること

であらゆる業種によい経済効果がもたらされるよ

う努めてまいりますので、ご協力いただきますよ

うお願い申し上げます。

次に、道路環境整備についてのご質問にお答え

いたします。１点目の道路橋の保守点検、老朽化

の現況についてのご質問ですが、議員ご指摘のと

おり、３年前の８月にアメリカミネアポリスの高

速道路の橋りょうが崩落したことから、全国で橋

りょうの保守点検の重要性がクローズアップされ

たところであります。

青森県では、全国に先駆け、平成18年度より点

検及び補修工事を行っており、橋りょうの長寿命

化を図っております。むつ市におきましては、平

成19年４月に制定された国の橋梁の長寿命化修繕

計画策定事業費補助制度を活用して調査点検を行

うために、平成21年度に橋の長さが15メートル以

上の38の橋及び15メートル未満の６つの橋、合わ

せて44の橋について調査点検のもととなる基礎資

料の作成を行っており、今年度も引き続き15メー

トル未満の40の橋について、基礎資料の作成を行

っております。

また、基礎資料により60の橋の橋りょう点検業

務を今年度行っており、来年度で点検業務を終了

する予定であります。したがいまして、橋の老朽

化の度合いについては、この点検業務が終了した

時点で補修が必要かどうかの判断が示されます。

２点目、今後の対応についてですが、これらの

橋りょう点検が終了した後、橋りょうの長寿命化

及び修繕かけかえにかかる長寿命化修繕計画を策

定いたします。なお、策定した計画は遅滞なく公

表する予定となっております。その後、この長寿

命化修繕計画をもとに橋の修繕、かけかえを進め
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てまいりたいと考えておりますので、ご理解賜り

たいと存じます。

３点目の防犯灯について、省エネ性、長寿命、

高輝度、安全性に利点があるＬＥＤ防犯灯を積極

的に導入すべきではないかとのご質問にお答えい

たします。ＬＥＤ防犯灯の積極的導入に向けて試

験的に導入しております。平成21年度に川内仲崎

地区にＬＥＤ防犯灯を13灯設置しております。今

年度は、安心安全なまちづくり事業として、防犯

効果の高いと言われております青色ＬＥＤ防犯灯

を設置する予定としており、あわせて社団法人公

済会から通学路を明るくするためお役に立てたい

とのことで、ＬＥＤ10灯の寄贈を受けております

ので、建設中の第三田名部小学校の通学路や市内

の学校周辺にも導入する予定であります。今後と

も市民の意見も取り入れ、積極的導入に向けて検

討してまいりたいと考えておりますので、ご理解

いただきたいと存じます。

ご質問の福祉行政についての地域福祉支援体制

についてお答えいたします。改めて言うまでもな

く、日本が世界に類を見ない超高齢化社会へ向か

って進んでいることは、私も十二分に認識してお

ります。そして、人口バランスの崩壊を予見させ

る未来がさまざまな社会構造のゆがみを生んでい

くことも憂慮しております。特に社会保障制度、

ひいては医療や介護のあり方については、国の政

策もこれまでの対症療法的な対応ではなく、在宅

中心の予防に軸足を置いた政策に転換しておりま

す。そういう意味では、平成18年４月から新設さ

れた地域包括支援センターは、高齢者の暮らしを

支える総合的な窓口として、居宅介護支援事業所

を初めとする関係機関との橋渡し役とも言われて

おり、まさに地域福祉の拠点として、少なからず

地域住民に浸透しつつあり、今後も地域福祉を支

えていく基幹的役割を果たしていくものと期待し

ております。

詳細につきましては、担当部長からご説明申し

上げます。

〇議長（村中徹也） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（鴨澤信幸） 福祉行政について、

市長答弁に補足説明させていただきます。

まず、本市における高齢者の状況を申し上げま

すと、65歳以上の高齢者は11月30日現在１万

5,646人で 高齢化率は24.4％となっており 10年、 、

後の2020年の高齢化率については30.4％と推計い

たしております。

次に、暮らしの中の不安や相談事など地域包括

支援センターができてどのように変わったのかに

ついてご説明させていただきます。むつ市地域包

括支援センターは、現在市直営１カ所及び社会福

祉法人に委託する２カ所を合わせ３カ所で運営し

ております。主な業務内容を申し上げますと、専

門職として保健師、社会福祉士及び主任ケアマネ

ジャーの配置が義務づけられており、その知識や

経験を生かした各種相談受け付け、権利擁護、高

齢者虐待、要支援者等軽度者の介護予防ケアマネ

、 、ジメント ケアマネジャーへの後方支援等であり

高齢者の心身の健康維持及び安定した暮らしを地

域ぐるみで支えていくために創設された機関であ

ります。

また、市内全域の方々にきめ細やかな対応をす

るために市を東西に二分し、東部地区を地域包括

支援センター桜木の担当、西部地区を地域包括支

援センターみちのくの担当とし、さらに市内６カ

所の在宅介護支援センターを地域包括支援センタ

ーの協力機関として委託することにより、相談窓

口が広く市内各所に設置されることとなり、高齢

者の方々がより身近な場所で相談ができる体制を

とっております。したがいまして、介護サービス

や健康等に関することはもとより、今まで表面に

出ることが難しい権利侵害の問題や高齢者虐待等

への対応基盤が充実したということが地域包括支
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援センターができてから大きく変わった点ではな

かろうかと存じます。

また、さまざまな問題を抱える高齢者を把握す

ることができるようになったことで、多方面の職

種の方々と情報を共有し、地域ネットワーク構築

につながっていることも大きく変わった点であり

ます。これまでの実績を見ますと、市長申し立て

による成年後見申請や市民後見人の養成及び年間

2,300件を超える高齢者からの相談等が示すよう

に、高齢者支援の環境は確実に進展したものと考

えております。

次に、地域における見守り、外出、買い物など

の生活支援サービスについてご説明いたします。

現在のところ、本市で実施している生活支援サー

ビスを申し上げますと、高齢者の見守り事業につ

、 、きましては 各民生委員による定期的な訪問活動

高齢世帯を対象として実施している軽度生活援助

ホームヘルプサービス事業、配食サービス、介護

認定を受けた方が利用する介護保険サービスの利

用、あるいは災害時要援護者避難支援事業等にお

いて実施されておりますが、高齢者全体の見守り

という観点からいたしますと、今後さらなる充実

が望まれ、災害時要援護者の情報を平常時から効

率的に提供できるシステムの構築や他団体やさま

ざまな業種で行われている配達事業の活用、新し

い方式による安否確認の導入等を検討し、日常的

な見守り活動につなげていきたいと存ずるところ

であります。

また、外出につきましては、高齢者及び障害者

等下肢が不自由で一般の交通機関を利用すること

が困難な方を対象に、車いすまたはストレッチャ

ー対応の福祉輸送車両により送迎する外出支援サ

ービス事業を実施しております。この事業につき

ましては、公共交通機関への事業圧迫とならない

ように事業内容等に制限があることや、限られた

車両による事業運営のため、現状では優先度の高

い通院バス的な利用が多く、買い物での利用や単

なる外出の利用までには至っていないものであり

ます。

今後につきましては、介護予防としての観点か

ら、比較的元気な自立者及び軽度者に対する生活

援助についても支援が受けられる仕組み、基盤等

について、国・県の補助事業を模索しながら対応

方を検討してまいりたいと存じますので、ご理解

賜りたいと存じます。

〇議長（村中徹也） １番。

〇１番（鎌田ちよ子） 丁寧なご答弁ありがとうご

ざいます。再質問をいたしますので、よろしくお

願いいたします。

質問の１の地域経済振興対策についてです。川

口教授は、12月４日、地元新聞新幹線特集の寄稿

文の中で 「25年来の小惑星探査構想が「はやぶ、

さ」で今年ようやく花を開き、また新幹線の方は

新青森開業という38年来の夢が実現し、間もなく

新型車両「はやぶさ」がさっそうと登場します。

ともに長い間の悲願が、新たな技術を伴ってかな

ったと言うことができ、非常に感慨深いところで

す。２つの「はやぶさ」をふるさとの県民のみな

さまと一緒に喜びたい」と結んでおりました。地

域経済振興対策は、いろいろ厳しい現実との格闘

と承知をしておりますが、２つの「はやぶさ」に

勇気をもらい、また自らのブログや情報サイトを

駆使し、下北むつ市を全国に発信している市長を

先頭に、市民一丸となって知恵を絞り、情報を敏

感にキャッチし、経済効果をと心から願っている

一人です。

市長、議長のお許しを願って、副市長にお尋ね

をいたします。就任以来地域経済振興にはいろい

ろな面でリードされてきたと認識しております。

ご見識の中で成果と今後の課題についてお伺いい

たします。

〇議長（村中徹也） 市長。
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〇市長（宮下順一郎） ただいま副市長をご指名で

ございましたけれども、私からまずお話をさせて

いただいて、その後補足を副市長のほうにさせた

いと思いますので、議長のお許しをいただきなが

ら答弁をさせていただきます。

この地域のものづくりというふうなことでの、

そして地域に対しての経済の熱い思い、鎌田議員

から感じました。私ども非常にやはりこれは長い

時間がかかるものでありました。例えば原子力産

、 、業がこの地に 下北半島にやってきておりますし

やってくるわけでございます。そのとき手をこま

ねいていてはだめだと、自らの企業の力をつけて

もらうべく行政としてどのようなサポートをする

必要があるのかということ、単に雇用をお願いし

たいと、そういうふうなことだけでなくて、行政

としてサポートをして企業力をつけてもらうべ

く、これは一昨年に開催いたしました下北・むつ

市経済産業会議、その部分でさまざまなご提言を

。 、 、受けました その結果 日本分析センターの誘致

これも成功いたしました。そして、その中でやは

り技術力をもっともっと地元の企業がつけるべき

であるということで、第２種放射線取扱主任者講

習というふうな形で市のほうとしてサポートを

し、そして先般10月の末に14名の方々が、非常に

難関と言われる国家試験、各企業から出てきた方

々が、その資格を取得することができました。

そこで、今度は高校生の方々にも受講してもら

いましたけれども、なかなかやはり厳しいものが

、 、ありまして 合格者はありませんでしたけれども

新年１月22日から、また第２種放射線取扱主任者

受験対策講習会というふうなものをさまざまな方

面にお知らせをいたしました。そうしましたら、

高校生が十数名受講したいというふうなことで、

非常に意を強くしているところであります。

そしてまた、残念ながら合格できなかった高校

生も、原子力産業関係、また研究機関の面接で非

常に高い評価をいただきました。つまり原子力産

業の基礎ができているということで、非常に高く

評価を受けまして、地元工業高校の評価が高まっ

たというふうなところでございます。そういうふ

うな形で、時間がかかることではございますけれ

ども、一昨年のその提言を受けまして、地道に、

そして派手にも取り組んでいかなければいけな

い。今企業連携の中では内部的にそういうふうな

実績ができてまいりました。今度は、我々の市は

こういうふうなことをやっている、市内にある企

業はこういうふうな力を持っているということを

外部的にアピールしていかなければいけない時期

が来ているものと、このように思っています。

実は、昨日私を表敬訪問なさった方がございま

した。埼玉県で20名程度の中小企業の工場をやっ

ている方で、若い方でございますけれども、先代

さんからずっと60年間ねじをつくっているという

ふうなことで、そのねじが非常に高い評価を受け

て、各原子力産業関連のほうに納品していると。

むつ市出身の方でもあるわけでございますので、

そういうふうなところともやはり連携をとりなが

ら、そしてまた地元の企業を紹介しながら、そう

いうふうな形で東京の応援隊をさまざまな形で利

用させていただくというふうなことはちょっと語

弊があるかもわかりませんけれども、大いに連携

を深めて、むつ市の経済力を高めていくように私

は努めていきたいと、このように思います。

具体的なことにつきましては、議長のお許しを

いただきまして、副市長から答弁をいたします。

〇議長（村中徹也） 副市長。

〇副市長（野戸谷秀樹） ご指名をいただきました

ので、市長の答弁を補足させていただきます。

ものづくりの目線で言いますと、先ほど来の市

長の答弁にございましたように、伝統的な工芸品

のものづくりというのが大きくあるわけですけれ

ども、加えて申し上げますと、一般製造業のもの
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、 、づくり それから先端的な意味でのものづくりと

ものづくり、一般的に見ても多様なファクターが

あるというぐあいに私は考えています。その中で

ただいまの市長の話にもありましたように、情報

の発信も含めて大きな範疇ではものづくりの一つ

には入るのだろうというぐあいに評価しておりま

す。

ただ、青森県全体で見ても、当下北の地域で見

ても、ものづくりについての熟度というのはまだ

まだ課題があるのだというぐあいに認識しており

ます。ただいまの話のとおり、宮下市長のリード

のもとで、当市にとっては初めてと言われる下北

・むつ市経済産業会議というものを発足させて以

来、具体の企業連携に対する協議会の取り組み等

々を一歩ずつ着実に進めてまいっているところで

ございますので、市長のリードのもとで具現化を

進めてまいりたいというぐあいに考えておりま

す。

アバウトでございますが、一般的にそういう答

弁でご了解いただきたいと思います。

〇議長（村中徹也） １番。

〇１番（鎌田ちよ子） 市長、副市長には今後も頑

張っていただき、よろしくお願いいたします。

続きまして、質問の２、道路環境について再質

問させてください。関連でのお伺いと通告してお

りますので、関連でお伺いいたします。

毎年この時期は、ことしの冬の長期予報が気に

なります。昨年は暖冬になるとの予報で安心して

いたところ、意に反し、年末から降り続き、平成

17年以来の大雪に見舞われ、市民の皆様は大変な

思いをされました。また、担当者や業者の方々も

ご苦労されたと思います。除雪作業に関しては、

私にも皆様からいろいろなご意見、ご要望が届き

ます。

ところで、公共事業の減少や不況による業者数

の減少などの状況下で、除雪作業に携わっている

業者、従業員の皆様には不眠不休での作業ともお

聞きをしており感謝をしていますが、苦情やご意

見があることも事実です。

冬の暮らし安心についてお伺いいたします。青

森市は、毎年12月から３月の冬期間中、市役所本

庁舎に雪に関する市民相談窓口を開設していま

す。2009年度は電話や来庁者など、4,736件の相

談や意見、苦情が寄せられたとのこと、除排雪へ

の要望や不満を初め、地域の雪捨て場の確認、融

雪機や屋根の融雪設備を取りつける際の支援策な

どについての問い合わせなど、内容は多岐にわた

っていたそうです。そして、青森市では雪に関す

る支援策としまして、融雪設備取りつけに金融機

関から借り入れする際に利子の全部または一部を

市が負担する制度や、土地所有者が空き地を雪寄

せ場に提供した場合に固定資産税を一部減免する

制度を設けています。本市としても、将来を見据

えた抜本的な対策を立てる必要があると考えま

す。方向性と対策についてお伺いをいたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） ただいま鎌田議員から青森

市の例を取り上げられまして、ロードヒーティン

グ、それから融雪機、融雪溝、これを設置する場

合の補助、そしてまた市民雪寄せ場というふうな

部分、雪捨て場というのでしょうか、雪寄せ場と

いうのでしょうか、そういうふうなところの固定

資産税の減免という事業があるということでのご

紹介の中で、むつ市の今後の取り組み方はいかに

するのかというふうなことで、道路環境の中での

ご質問でございます。これは、やはりむつ市は青

森市と積雪の量、それから建ぺい率の違いという

、 、ことで 条件が異なっておるというふうな考え方

とらえ方をしておりまして、平成21年度の土木課

に寄せられました雪に関する相談、苦情というも

のが約700件ございました。その中で個人が処分

する雪に対する相談というふうなことは10件とい
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うふうなことで、700件の割合からすると非常に

低いものでございまして、その部分で雪捨て場、

この部分が10件の中で多うございました、ありま

した。その雪捨て場の位置の確認をするというふ

うなことでの、その10件の苦情相談でございまし

た。

その部分からして、個人が処分しなければなら

ない雪に関しては、今青森市みたいな具体的な制

度のことは考えておりませんが、個人が利用する

雪捨て場、この部分につきましては、真砂町の県

有地、ドームの近くの、向かい側の、大雪でドー

ムに近いくらいの高さまで盛り上がりましたけれ

ども、今年度は大湊地区に１カ所、これを検討し

て、現在所有者と協議をしておるところでござい

ます。今後中央町や、それから田名部地区という

ふうにふやしていかなければならないものと、こ

のように考えておりますので、その部分について

は十分検討を深めていきたいと、このように思っ

ております。今年度は、大湊地区に１カ所という

ことで、現在その所有者と協議中であるというこ

と、そしてまた今後田名部地区、中央町地区とい

うふうな形で、それらの雪寄せ場、雪捨て場を確

保すべく努力をしていきたいと、このように思っ

ております。

〇議長（村中徹也） １番。

〇１番（鎌田ちよ子） 雪捨て場については、ぜひ

実りある結果でと期待をしておりますので、よろ

しくお願いいたします。

質問の４の福祉行政について再質問させていた

だきます。昨年12月、むつ市議会第202回定例会

で質問をいたしました救急医療情報キットにつき

ましては 本年度新規事業としまして53万5,000円、

の予算を示していただきました。事業の進みにつ

いてお知らせください。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） この救急医療情報キットに

つきましては、今実施をしているところでござい

ますけれども、民生委員の方々に各戸を回ってい

ただいて、本当に詳しくご説明をしていただいて

いるというふうなことで、この前民生委員協議会

の中でも、また社会福祉協議会等々のお集まりの

中でも、非常に心温まるご支援をいただいている

ということを、この場をおかりして民生委員の方

々に感謝申し上げたいと、このように思っており

ます。

詳細につきましては、担当部長よりお答えいた

します。

〇議長（村中徹也） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（鴨澤信幸） 救急医療情報キット

の進展状況でございますけれども、今年度市に登

録されております災害時要援護者のうちひとり暮

らし高齢者1,048世帯を対象に配布することとし

。 。ております それで予算計上したものであります

既にことしの８月に入りましてから、民生委員の

皆様のご協力を得まして、毎戸訪問を行い、個別

にご説明をしていただきながら、必要とされる方

に配布を開始いたしております。11月末現在で

、516世帯の配布済み報告をいただいておりますが

年度内には予定の世帯を回っていただけるものと

伺っております。また、平成23年度以降につきま

しても、引き続き事業を実施してまいりたいと考

えております。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） １番。

〇１番（鎌田ちよ子） キットの継続実施というこ

とで、担当課の皆様、また民生委員の皆様にはお

力をおかりいたしますが、よろしくお願いいたし

ます。

続きまして、介護保険以外の事業として、先ほ

どもお話しありましたが、成年後見制度、また市

長申立支援事業があります。この２つにつきまし

ての利用状況をお知らせください。
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〇議長（村中徹也） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（鴨澤信幸） 成年後見制度、市長

申立支援事業の利用状況についてでありますが、

青森家庭裁判所むつ出張所管轄圏域での平成21年

度の成年後見制度申し立て件数は16件となってお

ります。むつ市地域包括支援センターへの成年後

見に係る相談件数につきましては22件で、このう

ち市長申し立てに関係する実績は２件となってお

ります。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） １番。

〇１番（鎌田ちよ子） この成年後見制度、市長申

立支援事業について、特に問題があるというか、

難しいというか、そういう事例がありましたらお

話しできる範囲で、また直接この制度を使えなか

ったとか、そういう事例もありましたらお知らせ

ください。

〇議長（村中徹也） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（鴨澤信幸） 成年後見制度につき

ましては、先ほどもお話ししましたけれども、後

見人の養成講座というものを平成20年、平成21年

で実施いたしております。それで、２年間の講習

を受けていただいて、市民の方に後見人制度の登

録者ということで実施していただいておりますけ

れども、今その登録者の方が２年の講習を終えた

方の中から11人の方が登録されております。それ

で、ことし現在ですけれども、先ほど言いました

２名の方がその後見人として活躍しているという

状況にあります。

特に問題点につきましては、まだ初めてのこと

なものですから、戸惑いはあるかと思いますけれ

ども、後見をする、申し立てするその件数により

まして、当事者とともに頑張っているという状況

と伺っております。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） １番。

〇１番（鎌田ちよ子） 部長より答弁をいただきま

した。この制度につきましては、これからも大変

重要な制度と認識しております。行政の全面的な

バックアップでどうぞよろしくお願いいたしま

す。

次の質問ですが、同じく任意事業としまして、

食の自立支援を行っています。配食サービスは、

介護予防の制度として高齢者の生活自立を助ける

制度です。地域に根差し安否確認、また見守りと

しても重要な制度になっています。この利用実態

と今後の事業展開など、課題等についてお伺いい

たします。

〇議長（村中徹也） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（鴨澤信幸） 食の自立支援に係る

配食サービス事業についてでありますが、地域支

援事業の補助対象事業でもある本事業は、食生活

に支障を来している65歳以上の独居高齢者または

高齢者世帯、ほかに同居家族に障害があり、調理

が困難である場合に、必要に応じて週に２回まで

の弁当等の配食サービスや軽度生活ホームヘルプ

による調理関係の支援とあわせ、利用者の健康と

自立を促進しようという事業であります。利用者

の決定は、在宅介護支援センターのケアマネジャ

ーが訪問し、アセスメント表の必要事項を確認す

ることにより実施しております。実際の配食に当

たっては、市がケアマネジャーの報告を受けてそ

れぞれ管轄している委託先の７事業所に情報が提

供されることになります。なお、配食の単価につ

きましては、１食当たり700円とし、そのうち技

術料、配達料の部分に相当する300円を市が負担

し、この部分が補助対象となり、残りの400円が

利用者の負担となっております。

また、平成22年10月現在で利用者は94人となっ

ておりますが、例年の実績では年度末までには

150人程度まで数値が伸びる結果となっておりま

す。
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今後につきましては、配食として扱う件数が少

ないことから、事業者にとってはほぼボランティ

ア的な活動となっており、採算がとれにくい状況

が見受けられるものの、一方では見守り事業とし

ての一定の効果もあることから、事業の拡大等も

検討しなければならないところですが、県の補助

事業の対象部分が限定されているという財政的な

負担の問題、さらには市民のだれもが当たり前に

負担をしている食事という日常性を勘案すれば、

当面は現状のサービスを維持することが妥当と考

えているところでありますので、ご理解賜りたい

と存じます。

〇議長（村中徹也） １番。

〇１番（鎌田ちよ子） 配食サービスにつきまして

は、特に高齢者のひとり暮らしの方には、食事に

つきましてどうしても自分の好きなもの、栄養価

等は余り考えないで、そういう傾向になると思い

ます。その中で温かく、また栄養バランスの考え

られた食事が定期的に届けられ、その中で安心し

てその日は食事の支度をしないでいろいろなこと

ができるということは、本当に市民生活の中では

重要なポストを占めていると思いますので、県か

らの支援等もいろいろ問題等はあるとは思います

が、ぜひ継続実施の方向で頑張っていただきたい

と思います。

ネクスト50へ、市長は市民協働のまちづくりを

訴えられております。昨日半田議員も話をしてお

りましたが、大型スーパーではお買い物バスを走

らせ、１年経過し、現在自社でバスを購入し、専

属ドライバーが旧市内と東通村で平日運行し、大

変喜ばれているそうです。また、お買い物代行も

同じスーパーでは行っており、繁忙期を除きまし

て、市内の宅配業者に委託し、電話での注文や店

で買い物をしたものを10キロの段ボール箱１箱の

配達料金は300円、２個で500円の均一低価格で配

達してくれるサービスを行っています。高齢者や

女性に喜ばれていると伺っています。

また、市内のある美容院は、お客様サービスで

タクシーでの送迎をしています。そして、ある歯

科医院では、高齢者や身障者にも優しいマイクロ

バスでの送迎サービスを行っています。行政と民

間が協力し住みよい町に、住みたい町に、地域包

括支援センター機能を十分に発揮し、いろいろな

情報をひとり暮らしの方、また高齢者の方々にケ

アマネジャーさんがいろんな情報を共有して知ら

せていただき、この情報の共有化で在宅での安心

安全な地域づくりを、またこの地元で暮らせる、

そういう生活をぜひ続けていただくよう、またこ

ういう任意事業を進めていただくよう強く要望を

申し上げ、質問を終わります。ありがとうござい

ました。

〇議長（村中徹也） これで、鎌田ちよ子議員の質

問を終わります。

昼食のため午後１時まで休憩いたします。

午前１１時５６分 休憩

午後 １時００分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎会議時間の延長

〇議長（村中徹也） 本日の会議時間は、議事の都

合により、あらかじめこれを延長いたします。

◎工藤孝夫議員

〇議長（村中徹也） 次は、工藤孝夫議員の登壇を

求めます。４番工藤孝夫議員。

（４番 工藤孝夫議員登壇）

〇４番（工藤孝夫） 日本共産党の工藤孝夫です。

むつ市議会第206回定例会に当たり、通告に従い
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質問をいたします。

第１は、ホタテの大量へい死対策についてであ

ります。この質問事項につきましては、今定例会

一般質問において、既に２名の同僚議員も質して

おり、重複することが多々あることをご承知願う

ものであります。

さて、今夏の猛暑続きの天候は、農業、漁業、

そして人命にも大きな打撃と被害を及ぼしたこと

は申し上げるまでもありません。中でも陸奥湾の

海水が高温で推移し、養殖ホタテがへい死する被

害が広がっております。私たちも各地区の漁業者

や川内町漁協、むつ市漁協の役員の方々と懇談し

てお話を聞かせていただきました。同時に、私た

ち日本共産党青森県委員会と県内の県議団、市議

団、町村議員は、去る10月13日、三村県知事へ救

済対策を求める申し入れを行ったところでありま

す。養殖業者、漁協、販売業者からは、深刻な実

態の状況をうかがい知ることができました。２割

ぐらいしかできていない、中には全滅したという

漁業者の声も聞かれました。今後３年間は打撃を

受ける、とにかく生活を含む資金が欲しいなど、

不安の声が広がっています。生活を支え、生産へ

の意欲を取り戻す救済対策をとることは緊急の課

題となっています。

以上の見地から、以下お聞きいたします。

第１点は、被害の実態についてお尋ねいたしま

す。

第２点は、再生産のための稚貝及び母貝確保の

確かな見通しについて伺います。

第３点に、生活支援についてであります。共済

によっても、なお救われない当面する生活資金に

社会福祉協議会からの支援など、可能なあらゆる

制度の紹介と国保税の免除、減免、そして就労の

援助について伺います。

第４は、特定養殖共済及び来年度からの所得保

障対策としての漁業共済の活用に当たり最大限の

救済を図ること、救済額については漁業者に還元

されるものに緩和、拡充することについて伺いま

す。

第５点として、養殖業者はもとより、関連業者

に対し多額の借金の返済猶予、新たな融資と利子

補給、県の借款資金を含め資金繰りへの救済対策

をとること。

以上について答弁を求めます。

質問の第２は、ＴＰＰ、いわゆる環太平洋戦略

的経済連携協定問題について質問いたします。菅

内閣が例外なしの関税撤廃を原則とするＴＰＰ参

加への道を突き進んでいることはご承知のとおり

です。去る11月９日、国内環境を早急に整備し、

関係国との協議を開始する方針を確認し、来年６

月には参加について決定すると表明するなど、そ

の動きは急です。我が国がＴＰＰに参加すること

になれば、農業大国であるアメリカやオーストラ

リアからの農産物輸入も完全自由化されることは

避けられないことが指摘されています。ＴＰＰの

我が国の経済への影響は、農林水産省の試算によ

っても、農業生産額で４兆5,000億円の減少、食

料自給率は40％から13％へ低下、国内総生産額で

８兆4,000億円減少、雇用では350万人の就労機会

が減少する。このようにさきの参議院予算委員会

で我が党の市田書記局長に農水相が答弁されてい

ます。しかも、農林水産業は、単に数字だけで推

しはかることはできません。国土の保全、環境、

景観の保持、文化の継承、こういう多面的な機能

も持っています。

日本学術会議が農林水産省の諮問に答えて明ら

かにした農林水産業の多面的機能の貨幣評価も明

らかにされました。それによりますと、農業は洪

、 、 、 、水防止 河川流の安定 土壌浸食 土砂崩壊防止

雇用などで８兆円、森林は表面侵食防止、表層崩

壊防止、洪水緩和、水資源、潮流、水質浄化、二

酸化炭素吸収、雇用などで70兆円、漁業では物質
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循環の補完 環境保全 生態系保全 雇用など11兆、 、 、

円、こうした試算がされております。ＴＰＰに参

加ということになれば、例外なく関税撤廃が求め

られ、アメリカ、オーストラリアを中心とした農

産物の大量輸入で我が国の農林水産物は破滅的打

撃を受け、国内生産は崩壊すると指摘されている

ゆえんもこの点にあります。今でさえ我が国の食

料自給率は40％と、先進国の中の後進国にありま

す。まして自給率13％ということになるならば、

国民の胃袋のほとんどが外国にゆだねられること

になります。食の安全安心が脅かされるのみなら

ず、関連産業の廃業、膨大な雇用の喪失、里山荒

廃どころか、野も山も見る影も失われ、まさに地

域経済の破壊につながる問題だということを強調

しつつ、まず第１に、このＴＰＰに対する市長の

見解を求めるものであります。

第２に、経済への影響であります。先月斗南丘

酪農農業協同組合をお伺いしてお話を聞かせてい

ただきました。お話では、農協の全国大会、県大

会での様子とあわせ、ＴＰＰが実施されればバタ

ー、チーズ、脱脂粉乳など乳製品は全滅するだろ

うとのことでした。また、北海道を筆頭に酪農と

いう産業は半分はなくなるおそれがあり、残る半

分も成り立つかどうかという言及もされました。

むつ下北の酪農について言えば、酪農家は37戸、

牛乳の販売額は約９億円、これがそのままなくな

るというものでありました。専業の立場から、こ

のように指摘されております。

そこで、ＴＰＰに菅内閣が踏み込んだ場合、む

つ市の経済が受ける影響はどのようなものとなる

のか答弁を求めます。

、 、質問の第３は 国民健康保険税の減免に関連し

質問いたします。この案件につきましては、むつ

市議会第201回定例会でも質問いたしましたが、

再度質するものであります。深刻度を増す経済不

況による雇用破壊、失業者の増大、所得の一層の

低下などなど、市民生活は瀕死の状況に陥ってい

ます。こうした中にあって、国民健康保険税が高

くて払いたくても払えないとの市民からの悲鳴は

高まるばかりであります。生活保護世帯が県内

10市の中で１位であり、ことし３月の一昨年に続

いての連続値上げがさらなる追い打ちをかけてい

ます。現在市には、むつ市国民健康保険一部負担

金減免及び徴収猶予取扱要領があります。しかし

ながら、この要領の第４条第２項及び第６条第３

項の中で、国保税の滞納がある場合は申請できな

いとする規定部分によって、減免及び徴収猶予の

措置を受けられない事態となっています。

こうした中、厚生労働省は去る９月13日、各都

道府県あてに国民健康保険一部負担金の徴収猶予

及び減免並びに療養取扱機関の一部負担金取扱い

についての一部改正について通知がされたことは

申すまでもありません。通知は、滞納世帯につい

ての基準を示しています。私は、この通知を踏ま

えて、むつ市国民健康保険一部負担金減免及び徴

収猶予取扱要領の第４条第２項及び第６条第３項

を改定し、滞納世帯も対象にすべきことを求める

ものです。そのことによって、支払う意思を持ち

ながら負担能力がないために滞納を余儀なくされ

ている世帯に申請措置が運用できるよう強く求め

ますが、答弁を求めます。

第２に、厚生労働省通知と対応の具体化につい

てであります。今回の厚生労働省通知は、医療費

の窓口負担を減免する制度に基準を示していま

す。これは、病院の患者負担にかかわるもので、

、 、 、 、内容として １つに 入院患者がいること ２に

、 、 、災害 廃業 失業などで収入が生活保護基準以下

３に預貯金が生活保護基準の３カ月以下である世

帯で減免が長期に及ぶ場合は必要に応じて生活保

護などの利用が可能になるよう福祉部局との連携

を図ることとしています。この基準に沿って減免

した場合には、減免額の２分の１を国が特別調整
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交付金で負担するとしています。この厚生労働省

通知の具体化について答弁を求めます。

、 。質問の最後は 市道の整備についてであります

市道川内町銀杏木線である川内野球場前から下小

倉平地区に至る市道約1,400メートルは、現在本

町から湯野川地区温泉郷までの６地区を結ぶ定期

バスのほか、通学バス運行、通勤路など利用率の

高い道路であります。しかし、幅員が狭く、対向

車との交差が難しく、不便このうえなく、交通安

全や交通災害の危険が常に伴う現状にあります。

２車線に向けての拡幅整備方は急務となっていま

すが、答弁を求めます。

以上、市長及び理事者の前向きかつ誠意ある答

弁を求め、壇上からの質問といたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 工藤議員のご質問にお答え

いたします。

まず、ホタテ大量へい死対策についてでありま

すが、議員ご承知のとおり、本年夏の猛暑により

陸奥湾ではホタテガイの生育に影響を及ぼすとさ

れる23度を超える水温が54日間も続いたことなど

から、ホタテガイが大量へい死したものでありま

す。このことから、県では10月18日に青森県平成

22年陸奥湾ホタテガイ高水温被害対策本部を設置

し、市では今回の高水温等により、ホタテガイへ

い死に加えてスルメイカ、ヒラメなどの不漁の被

害を受けた漁業者や生産団体に対し、関係部署が

連携して総合的な対策を検討するため、10月28日

にむつ市漁業高水温等被害対策本部を設置し、被

害状況の把握や支援策の検討を進めているところ

であります。

ご質問の第１点目、被害の実態についてであり

ます。11月２日から17日まで、実態調査が行われ

ましたが、調査結果につきましては、現在精査中

であり、まだ発表に至っておりません。今後調査

結果がまとまり次第明らかにされることになりま

、 、すが 現在市で把握している状況につきましては

担当部長より答弁いたします。

次に、再生産対策についてでありますが、養殖

ホタテガイが受けた被害については、10月12日の

浜奥内地区の養殖施設の視察で深刻な状況を確認

しており、漁業者の心労を少しでも軽減し、再生

産に向けた取り組みを進める決意を強くしたとこ

ろであります。

ホタテ養殖には、稚貝の確保が必要であります

ことから、この稚貝を生み出す母貝の確保のため

に、県漁業者団体等と共同して進めているところ

であります。その内容につきましても、担当部長

より説明いたします。

次に、生活支援の相談、国保税ほか税の免除、

減免、就労援助についてでありますが、11月19日

に経済部農林水産課内に相談窓口を開設し、ホタ

テガイのへい死により経済的に影響を受けた漁業

者や、加工流通業者等の相談を全庁体制で受ける

体制を整えております。

税の減免につきましては、現在むつ市において

は特別災害による被害者に対する市税減免の特別

措置に関する条例がありますが、これは農作物被

害に対するものであり、ホタテガイなどの水産動

植物の採捕または養殖の被害への対応が想定され

ていないことから、同様の被害を受けました他市

町村の動向及び当市における被害状況等を十分に

把握したうえで、適用要件の拡大に向け条例の見

直しを進めております。

また、就労援助につきましては、就業の場を確

保するとともに、漁港、漁場の環境改善を図るた

め、約2,000万円の緊急雇用創出事業を実施する

こととし、本定例会に補正予算案として提出し、

御議決いただいたところであり、その内容につき

ましては担当部長より説明をいたします。

漁業共済について並びに返済猶予と資金繰り等
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、 。につきましても 担当部長より説明をいたします

次に、ＴＰＰ問題についてのご質問にお答えい

たします。環太平洋戦略的経済連携協定、いわゆ

るＴＰＰは、自由貿易協定を包括する経済連携協

定で、太平洋を取り巻くアジア太平洋諸国が経済

協定を締結しようとするものであり、2006年４回

国の加盟で発効し、現在まで９カ国が加盟を表明

しております。この協定は、貿易関税について、

原則例外品目を認めない形の関税撤廃を目指して

いるものであり、我が国も関係国との間で経済連

携強化を図るため、協定交渉の参加を検討すると

したものであります。

我が国の農業品は関税により保護されているこ

とから、大きなダメージを受ける可能性があり、

農林水産省の試算によりますと、農業生産額は４

兆1,000億円程度減少すると言われております。

当市では、農林水産業を基幹産業と位置づけ、各

種の施策を展開し、その振興に努めているところ

でありますが、年間80トンの出荷をしている市内

の水稲農家169戸は、高率な関税に保護されてき

た米の関税が、この協定参加で撤廃されることに

より安い輸入米に置きかわり、壊滅的な影響が想

定されます。

また、広大な農用地面積を有し、農産物輸出大

国であるオーストラリアとの関税が撤廃されるこ

とにより、市内の肉用牛繁殖農家68戸が年間出荷

する約540頭の市場価格の低下が見込まれ、さら

には年間約7,436トンの生乳を産する酪農家28戸

においても、乳加工製品の全量が輸入品に置きか

わり、国産加工原料乳の需要が激減し、これまで

加工原料乳の産地であった北海道産生乳が飲料向

けに転換されるなどの国内需給の変化により、生

乳の価格低下が予想され、畜産農家への大きな影

響が懸念されるところであります。

この影響は、第１次産業への直接的な影響にと

どまらず、市内関連産業へも大きな打撃を与える

ものと判断されることから、11月15日付でＴＰＰ

参加への慎重な対応を求める件を東北市長会の一

員として国へ要請したところであり、今後ともむ

つ市の経済、産業、雇用を守るため、食と農林漁

業の再生推進本部等の国の動向に注視しながら、

各関係機関に働きかけてまいる所存でありますの

で、ご理解賜りますようお願いいたします。

次に、ご質問の第３点目、国保税の減免につき

ましては、担当部長より答弁いたします。

次に、市道の整備についてのご質問にお答えい

たします。市道川内銀杏木線は、国道338号川内

橋右岸交差点より下小倉平地区、上小倉平地区を

経由して銀杏木地区へ至る延長5,274メートルの

路線であります。当該路線は定期バス路線である

とともに、川内球場を主体とするふれあいスポー

ツパークへのアクセス道路としても重要であるこ

とから、昭和61年度より平成17年度まで２車線化

の整備をしてまいりました。ご指摘の現在も１車

線となっている川内球場から下小倉平地区までの

区間約1,400メートルは、町界及び筆界未定地が

約180筆あることから、拡幅工事ができずにいる

ものでありまして、部分的に視距改良や拡幅工事

、 。を行い 安全対策に努めてきたところであります

市といたしましては、筆界未定地関係者による速

やかな境界確定を行っていただき、残された区間

の早期拡幅整備が図られるよう状況を見守ってま

いりたいと考えておりますので、ご理解を賜りた

いと存じます。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） 工藤議員のホタテ大量へ

い死対策について、市長答弁に補足説明させてい

ただきます。

まず、被害の実態についてでありますが、陸奥

湾内の養殖ホタテガイの被害状況については、被

害の実態を把握するため、県や研究機関、関係漁

協により11月２日から17日にかけて現地調査を行
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うとともに、全養殖漁業者を対象にへい死状況、

養殖数量、施設の管理等について聞き取り調査を

行っております。県の情報では、これまでの調査

で稚貝の生残率は夏泊半島の西側でゼロから

71％、夏泊半島の東側で３から97％、同じく新貝

は西側でゼロから52％、東側で３から95％となっ

ております。

市内の漁協の被害状況につきましては、11月

25日の各漁協からの聞き取りによりますと、稚貝

の生残率はむつ市漁協で約30％、田名部漁協で約

20％、川内町漁協で約60％、脇野沢村漁協で約

80％、また新貝の生残率はむつ市漁協で約20％、

田名部漁協、川内町漁協及び脇野沢村漁協で約

50％となっておりますが、海域、漁業者、養殖施

設の位置などにより、被害状況に大きな差が見ら

れ、現在各漁協でさらに精査中であります。

次に、再生産対策についてでありますが、高水

温の影響による稚貝、成貝のへい死により、来春

に産卵する母貝の数が大幅に減少し、来年以降の

稚貝の不足や半成貝、成貝の生産量の減少が懸念

されており、ホタテガイ産業の再生が緊急の課題

であることから、むつ湾漁業振興会が産卵前の成

貝出荷を抑制し、母貝を確保するために行う２億

円の基金造成事業に対し、市では500万円の助成

をすることとしており、今定例会に補正予算案を

提案し、ご審議いただき、御議決いただいたとこ

ろであります。この事業では、2,000トン以上を

めどに母貝を確保することとしており、ホタテガ

イの再生産のためには関係漁協や漁業者の協力が

不可欠となりますことから、必要な母貝を確保で

きるよう支援に努めてまいりたいと考えておりま

す。

次に、生活支援の相談、国保税ほか税の免除、

減免、就労援助についてでありますが、市では被

害を受けた漁業者等の生活支援のため、市民税、

国民健康保険税等の減免、徴収猶予や生活支援、

経営対策のほか、生活福祉資金の貸し付け、介護

保険料、利用料の減免等の対策について、関係部

署とともに検討しているところであります。税の

減免につきましては、平成22年10月22日付で青森

県市町村振興課より平成22年陸奥湾ホタテガイ高

水温被害に伴う被災納税者に対する市町村税の減

免または徴収猶予について適切な措置を行うよう

通知があり、11月29日に国保税の減免も含めた説

明会が行われたところであり、市税の減免等につ

いて、条例の見直しを進めているところでありま

す。

また、就労援助につきましては、緊急雇用創出

事業を活用して、地まき漁場における有害生物等

の除去、漁港や海岸の清掃及び密漁監視などを実

施し、漁港、漁場の環境改善を図るとともに、就

労の場を確保することにより生活支援に努めてま

いりたいと考えております。

次に、漁業共済についてでありますが、ホタテ

ガイ養殖に係る特定養殖共済への当市の漁業者の

加入状況は、田名部漁協の漁業者以外は全員加入

しているところであります。共済金につきまして

は、本年の生産額が確定し、補償水準を下回った

場合に共済責任期間の終了日から約３カ月後に支

払われることとなっており、その期間の終了日が

12月となっておりますことから、通常は平成23年

３月末ごろに支払われることになっております。

このことから、市や県、漁業者団体等では、養殖

漁業者の経営の安定を図るため、国及び青森県漁

業共済組合等に対し、共済金の早期の支払いにつ

いて要請しており、共済組合からは共済事故によ

る損失、損害の認定を早急に進めるなど、適切に

対応するとの意向が示されているところでありま

す。

次に、返済猶予と資金繰り等についてでありま

すが、県では今回のホタテガイのへい死により被

害を受けた漁業者に対し、経営の維持に必要な運
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転資金を融資することにより、経営の安定と再生

産を図ることを目的に、青森県農林漁業災害経営

資金流通助成条例の発動を検討しておりますこと

から、市といたしましても、養殖漁業者の経営資

金の融資に対し、利子の一部を助成するため、今

後において所要の予算措置を講ずることといたし

たいと考えておりますので、ご理解賜りたいと存

じます。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 民生部長。

〇民生部長（齋藤秀人） 国保税の減免についての

関連の部分においてお答えいたします。

ご質問の１点目の一部負担金減免及び徴収猶予

取扱要領では、滞納があると申請できないが、こ

の条項を削除できないかとのお尋ねについてお答

えいたします。

議員ご指摘の取扱要領第４条第２項及び第６条

第３項については、減免事由発生日以前の国民健

康保険税に滞納がある場合は申請することができ

ない、また申請したとしても却下するという規定

でございますけれども、この規定は一部負担金の

減免には財政負担を伴うこと、納税している被保

険者との公平と均衡を図る必要があることから、

一律無条件に減免を行うことは適当でないため設

けられたものであります。しかしながら、現に困

っている方が減免を受けられず、受診控えを招く

ような事態は避けなければならないことや、本年

９月13日付厚生労働省通知により減免基準が示さ

れたこともあり、これらの条項については見直し

を進めてまいりたいと考えております。

次に、ご質問の２点目、１点目と重複いたしま

すけれども、厚生労働省通知と対応の具体化を図

ることについてでありますが、これは本年９月

13日付で、昨年度実施した一部負担金の適切な運

用に係るモデル事業の結果を踏まえまして、一部

負担金の減免に関する事務及び保険者徴収に関す

る事務について具体的な内容が今般示されました

ので、通知を参酌して対応してまいりたいと考え

ておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（工藤孝夫） 詳細なご答弁をいただきまし

た。ありがとうございました。

ホタテ問題について、再質問させていただきま

す。減免対策でありますけれども、農林漁業用の

Ａ重油、軽油、これは引取税ということで減免措

置がずっととられてきたわけでありますけれど

も、来年度の税制調査会で政府では法人税の引き

下げの財源として、これを見直す、こういうこと

があるということで、非常に今懸念されていると

ころであります。したがって、こういう指摘がど

のような真実性を持っているのか、そういうおそ

れがあるのかどうか、そういうものを含めて知っ

ている情報があればお答え願いたいと思います。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） お尋ねの軽油引取税につ

きましては、漁業者は免税軽油を使用しておりま

すので、直接的な値上げ等々の税の見直し等々の

影響は少ないものと考えております。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（工藤孝夫） 今のところは、そういう懸念

されるような事態にはなっていないというふうに

とらえさせていただきます。

共済の件についてお尋ねいたしますが、共済に

は漁獲共済、養殖共済、施設共済というふうにあ

るようでありますけれども、掛金が重いというこ

とと、補償水準が低いということで、私が聞いた

中では非常に漁業者の皆さんから不満の声も聞い

たわけでありますけれども、この加入状況につい

てお尋ねします。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） 先ほどもご答弁申し上げ

ましたが、ホタテ共済につきましては、田名部漁
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協を除いて全漁家が加入してございます。合計で

149経営体ございますが、そのうち田名部漁協が

４経営体でございますので、145経営体が加入し

てございます。

それから、共済金額でございますが、現在漁協

ともいろいろお話し合いを進めている最中でござ

いますが、その中では、漁協といたしましても、

この漁業共済はぜひとも今後も継続していきたい

と。それから、市ではこの共済につきまして、ホ

タテ共済でございますが、10％の掛金の助成を行

っているところでございます。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（工藤孝夫） わかりました。それで、端的

にお聞きいたしますけれども、10月28日、市が総

合対策本部を設置したわけでありますけれども、

設置してからホタテの被害にかかわる相談の特

徴、答弁できる範囲でお聞かせ願いたいと思いま

す。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） 相談窓口設置後の相談内

容でございますが、11月19日に相談窓口を開設い

たしましたが、これまで訪れた件数は１件でござ

います。その内容は、生活支援に関するものでご

ざいました。これにつきましては、関係機関等々

とご相談を申し上げているところでございます。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（工藤孝夫） ちょっと驚いたわけですけれ

ども、事実はそういうことでしょうから。今後３

年間、打撃を受けるという問題でありますので、

個々にはそれぞれ差があるでしょうから、生活相

談をしっかりとして対応していただきたいという

ことを強く要請しておきたいと思います。

なお、国等に対して、天災融資法の発動等も含

めた要請について、市長のほうから見解を示して

いただきたいと思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 今精査中のその部分がござ

いますので、それを見てから、県とまたさまざま

な協議を進める中で、そういうふうなところにお

願いをしていくべきものはしていきたいと、この

ように思います。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（工藤孝夫） それでは、ＴＰＰ問題につい

てお尋ねいたします。

市長のほうからも、非常にこの市の経済に与え

、 。る影響という点では 憂慮する答弁もされました

本当に大変な問題だと思います。ちなみに、ご承

知のように、自民党県連では７品目について、こ

のＴＰＰに参加した場合の影響額について発表さ

れました。また、新聞報道等でも農林水産省の試

算に基づいて影響額を試算する、そういう動きが

全国的に広がっているということも報道されてお

ります。やはり農業、林業、漁業、この第１次産

業にかかわるこの問題は、およその金額でも試算

して、やっぱり市民に対して公表すべきだという

ふうに私は思いますけれども、その意思があるの

かどうかお尋ねします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 具体的な数値は、なかなか

これは把握することができません。農林水産省の

試算の中で推測をしていくべきものだと、このよ

うに思っております。ただ、私は先ほど壇上でこ

の部分において、東北市長会の動きの中で、早速

11月15日付でＴＰＰ参加への慎重な対応を求める

ということでの国への要請というふうなことで署

、 、名をしたところでありますけれども この部分で

こういうふうな形でご発言をなさっている大臣が

ございます。ＴＰＰへ参加することに反対論をし

て批判をして、ＧＤＰにおける第１次産業の割合

の1.5％を守るために98.5％のかなりの部分が犠

牲になっていると、こういうふうに述べたと、こ

ういうふうに報道もされております。これが内閣
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の一員であります大臣が発言をしているというこ

と、これはまさしく１次産業に対するさまざまな

機能、先ほど工藤孝夫議員がお話しのように、環

境、そしてまた国土の保全、それから食料、安全

保障、そういう部分、それから農林水産業の多面

的機能、こういうふうなものも否定をするような

発言がなされたということは、まさしくこの１次

産業、しっかりと我々地方にいる者が１次産業を

支えて、中央の食を供給しているというふうな部

分をないがしろにするようなご発言があったとい

うことは、非常に私はゆゆしき発言であるし、Ｔ

ＰＰ参加については慎重にさまざまな方面から十

分に検討を重ねた中で農業再生産、それから食の

自給率、こういうふうなものをしっかりと見きわ

めた中での判断をしていかなければいけないので

はないか。単に第２の開国だとか、そういうふう

。 、な文言によって左右されるものではないと 私は

しっかりと１次産業を支えていかなければいけな

いという気持ちは、工藤孝夫議員の部分と共有し

ているところがございます。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（工藤孝夫） 市長の基本的な答弁が聞かれ

たところであります。

それで、確認しておきたいのですが、この影響

額についての試算、これはやろうと思えばできま

すね。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先ほど工藤孝夫議員が壇上

で、むつ下北地域の生乳生産量販売額というふう

な部分、総合計で37戸、そして約９億円から10億

円というふうなお話がございました。その部分が

どの程度の部分で影響が出てくるのかというふう

な部分は、これ全くゼロになるのかどうなのか、

そういうふうな部分。例えば農林水産省の試算で

すと 現在農業生産額が約８兆円あるものが4.1兆、

円減少する、自給率が40から14％へ低下すると、

そういうふうなところが示されているわけですけ

れども、これは即時関税撤廃を前提としていると

いうふうなことですね。そういうふうなこと、も

ろもろの試算というのは、単にむつ市の自治体一

つではなかなか計算的には非常に厳しいところが

あると。しかしながら、壊滅的な打撃を受けると

いうことには間違いないものと、このように思い

ます。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（工藤孝夫） ＴＰＰに対する認識、そのこ

とは承知いたしました。

次に、国民健康保険税の減免に関連してであり

ますけれども、この減免に関する市の取扱要領に

ついては、滞納がある場合でも申請できるものに

改正するという答弁でありました。確認させてい

ただきます。

この施行日はいつになるのか。それから２つ目

には、周知方法についてもお尋ねします。

〇議長（村中徹也） 民生部長。

〇民生部長（齋藤秀人） ２点ほどのご質問でござ

います。まず、施行日のことでございますけれど

も、現在この基準の細部の解釈、それから財政負

担の見通しがありますので、その財政負担、それ

から見直しの条項、またその関連条項なども含め

まして検討を加えているという部分でございま

す。すぐにとはいきませんけれども、この部分を

整理して改正していくという進め方をしていきた

いと思ってございます。

２点目の周知方法でございますけれども、現在

減免の部分については年１回国保の保険証を交付

する場合、パンフレットを製作していまして、そ

のパンフレットによって周知してございますの

で、この部分についても来年度以降そういう形を

とっていきたいなと思ってございます。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（工藤孝夫） 厚生労働省の通知でも、速や
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かにこれを施行してほしいという内容になってい

るはずでありますから、そういう点で敏速性を持

ってやっていただきたいと、この点を要請してお

きたいと思います。

それから、医療機関との関係でありますけれど

も、何といっても通知の中身にもあるわけですけ

れども、この生活保護担当及び保健福祉部、それ

から病院側との横の連携、これを密にして、そし

て生保に切りかえるべき人については速やかにそ

ちらのほうに切りかえてやると、そういう指導の

仕方をやってほしいし、何よりもこれはその方々

、 、の生きる権利といいますか 生存権といいますか

そういうものがかかっている問題でありますの

で、ぜひその点を敏速性を持ってやっていってい

ただきたいと思いますけれども、その体制をどう

図るのかという点でのプロセスについて伺いま

す。

〇議長（村中徹也） 民生部長。

〇民生部長（齋藤秀人） 今の連携部分のプロセス

という部分でございますけれども、実を言います

と、昨年このモデル事業というものがありまして

から、医療機関とはその面については密接な連携

を保っている、また今までも保ってきたという経

緯はございます。いわゆる医療機関において、入

院等に伴う医療費負担等もあります。または、世

帯主が入院すると収入の減というふうなものがご

ざいますので、そういうふうなものが発生します

と、向こうにメディカルのソーシャルワーカーが

おりますので、その部分から連絡が入りまして、

その部分において社会保障の面から国保及び生活

保護という部分においては十分な連携を今までも

保ってきているし、これからもその部分において

保っていくというふうな考えは持ってございま

す。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（工藤孝夫） 前向きな答弁だったと思いま

すので、ぜひそういうふうな姿勢で取り組んでい

ただきたいということを、これも強く要請してお

きたいと思います。

今医療機関の医療費の滞納という点について

は、私ここで金額知っておりますけれども、言い

ません。言いませんけれども、膨大な額に上って

いるわけですから、そういうことの解消、それか

らまた今後起きるであろう、起こってくるであろ

う滞納についても、対策になる通知であります。

、 、ただ 今厚生労働省が示している通知の中では

本来国で全額持つべきものを全額持たなくて地方

にかぶせている、こういう問題もあるし、それか

ら医療費については３カ月という適用期間の枠を

設けているというような、そういう問題も含めて

、 、いろいろありますけれども 今回せっかく国では

これはもう滞納の原因というものは生活困窮にあ

るのだということを国自身が認めたと、そこから

通知がなされたというようなこともあるわけです

から、そういう点をしっかり踏まえて、市民のそ

ういう困っている方々、これから起きてくるだろ

う人々を救済するために全力を尽くしていただき

たいということを要請して質問を終わります。

〇議長（村中徹也） これで、工藤孝夫議員の質問

を終わります。

午後２時まで暫時休憩いたします。

午後 １時５０分 休憩

午後 ２時００分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎浅利竹二郎議員

〇議長（村中徹也） 次は、浅利竹二郎議員の登壇

を求めます。23番浅利竹二郎議員。

（23番 浅利竹二郎議員登壇）
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〇23番（浅利竹二郎） ご指名をいただきましたむ

つ未来会派の浅利竹二郎でございます。むつ市議

会第206回定例会に際し、通告順に従い一般質問

を行いますので、市長並びに理事者各位におかれ

ましては、特段のご答弁をお願いいたします。

さて、期待した民主党政権、どうも期待どおり

にはいかないようで、国民の支持率も低下の一途

をたどっております。政治と金問題に翻弄される

最近の菅政権、まるでその日暮らし、総理、閣僚

等の言質に国民が全く信頼を置かないようでは末

期症状と言われても仕方がありません 「政党と。

して国民に責任を負う仕組み、構造、体質がない

のが一因です」とは、ある評論家の言葉でありま

す。また、別の評論家は 「綱領や基本政策がな、

。 、い政党は世界じゅう探してもない 場当たり的で

いわば国民は行き先のないバスに乗っているよう

なものだ」と論評しています。

今尖閣、北朝鮮問題と緊迫が続く国際環境の中

で、自衛隊を暴力装置と呼ぶような思想の人物が

中枢を占める政権に国家の命運をゆだねているこ

とに国民はようやく不安を感じてきたのかもしれ

ません。国を憂うという言葉が実感として受けと

められる日本の現状にどう対処するか、国民一人

一人が考えるべき問題であります。

このような現状認識のもと、私は市議会議員と

しての職責を全うするため、市政全般にわたり喫

緊の課題３点につき質問をさせていただきます。

それでは、質問に入ります。質問の１点目、東

北新幹線全線開業に関連してであります。待ちに

待った東北新幹線の全線開業です。11月27日、全

線開業を目前に控え、下北地方の魅力を旅行者に

伝えようと、地元県立高校７校の生徒がカウント

ダウンイベントを行い、大湊線の利用者にヒバの

芳香剤200個をプレゼントする等大いに盛り上が

り、12月４日の開業に花を添えました。

さて、東北新幹線の全線開業でありますが、青

森県もようやく全国レベルに追いついたのかと感

慨もひとしおの昨今であります。秋田新幹線、山

形新幹線におくれること久しいが、全線開業にご

尽力いただいた先人の労を多としたいと考えま

す。

さて、我がむつ市では、この全線開業をどのよ

うな位置づけでとらえるべきでありましょうか。

さきの平成19年11月24日、ＪＲ東日本本社発表に

よって、大湊線は今後ともＪＲ直営での存続が決

定したことはまことに喜ばしいことであります。

利用者の減少傾向、強風対策等先行き不安を抱え

る大湊線を直営での存続と決断したＪＲ当局に対

し、衷心よりの感謝を申し上げたいと考えます。

これらの経緯も踏まえ、東北新幹線全線開業に

至るまでのむつ市の取り組みの概要についてお伺

いいたします。

さて、全線開業によって、このむつ市、下北半

島の地域住民にはどのような利便性をもたらして

くれるのでしょうか。むつ市、下北半島の住民が

東京方面に旅行、小用の場合、青森空港利用者を

除けば新青森駅からというコースは考えられませ

ん。距離的に近接の七戸十和田駅までのアクセス

は野辺地駅からの接続がないため、バス、タクシ

ー等に乗りかえか、または直接個人の車で七戸十

和田駅に乗りつけることになります。それが面倒

であれば、従前どおり新幹線八戸駅に接続の大湊

線を利用することになりますが、従前に比し、全

線開業によってどのような利便性が確保されたと

言えるのか、地域住民の利便性の観点で見た開業

効果についてお伺いいたします。

さて、東北新幹線の全線開業によって、観光客

の到来が待ち望まれます。従来からこの下北半島

国定公園を目指す観光客の動向は、通過型に分類

されています。いわゆる半島周遊で、宿泊先とし

ては北海道または浅虫、青森方面に抜けるのが常

態化しております。通過型の観光では、地元経済
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への効果も軽微なものでしかありません。また、

東北新幹線の全線開業によって、より交通の便が

よくなれば、この傾向に拍車がかかる懸念も大い

にあります。この下北半島国定公園には、観光客

を引きとめる滞在型観光地への転換が求められて

おりますが、具体的な対策が講じられているのか

お伺いいたします。

質問の２点目は、原子力エネルギー施策につい

てであります。むつ市主導で下北・むつ市企業連

携協議会が発足したことは周知のとおりでありま

す。さて、その協議会が地元企業の技術力向上を

目的として、さらには原子力メンテナンス事業等

への参入を促し、地域経済のてこ入れを図ろうと

手始めに国家資格、第２種放射線取扱主任者の受

験対策講習会を開催しております。先般その講習

が終了し、国家資格に挑戦合格者の発表があった

ように聞いておりますが、その第２種放射線取扱

主任者の講習経過と成果についてお伺いいたしま

す。

さて、むつ工業高校では、来年度から設備シス

テム科から設備エネルギー科への改編が決定され

ております。この下北半島は、原子力エネルギー

のほかに風力、地熱、太陽光及び潮汐力等あらゆ

るエネルギーの分野で可能性を秘めております。

将来むつ下北の人材たり得る若者の輩出を大いに

期待するものであります。むつ工業高校の設備エ

ネルギー科の概要とねらいとするところについて

お伺いいたします。

さて、将来における下北半島の発展を展望する

、 。に 原子力関連事業への参入は不可欠であります

県を含め教育研究機関等と手を携さえ、情報交換

や人材育成に努めながら、地元産業の発展と雇用

拡大に結びつける手段として、下北・むつ市企業

連携協議会が発足したことはまことに有意義なこ

とであります。

しかしながら、現状を推察するに、この協議会

はあくまでも市主導であって、当事者の業者間に

意識、認識の違い、温度差が感じられます。今後

地元産業の発展と雇用拡大に結びつくための事業

参入支援のあり方について、業者の自助努力を促

すためにはどのような方向づけが必要と考える

か、お伺いいたします。

質問の３点目は、市民生活、ごみ行政について

であります。文化度とごみの量は比例するそうで

ありますが、世の中には無駄なものがあふれ、ご

みとして排出されるという嘆かわしい世情が続い

ております。

さて、昨今ごみの分別化が進み、一般ごみ、資

源ごみ等に分別されております。その分別作業で

すが、一般ごみはおおむね可燃物、不燃物の２種

類程度ですが、資源ごみについては鉄缶、アルミ

缶、ガラス瓶、さらに色別、新聞、雑誌、広告、

チラシ、段ボールとうんざりするほどの分別を要

します。さらに、ごみ出しの曜日を覚えるのも一

苦労であります。これは、市内の老人世帯で伺っ

た話であります。

高齢化がどんどん進んでいく中で、このような

老人世帯やひとり住まいの高齢者はふえる一方で

あります。このように煩雑過ぎるごみ分別に苦慮

する高齢者世帯について、市民目線での市政運営

に心がけている市長のお考えをお伺いいたしま

す。

さて、ことしの夏にむつ市の有料ごみ袋が変更

され、従来のごみ袋から材質、形態等が改善され

たことになっております。そのことについて、市

民の評価がちらほら聞こえていますので、披露し

たいと思います。

まず、同じ大でも、従来の袋と比べ容量が小さ

いという声であります。市担当者の話では、同じ

ですということでありますが、小さいというちま

たの声が多いのであります。また、伸びにくい材

質のため破けやすく、また寒くなった場合、それ
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がさらに顕著になるのではとの懸念の声もありま

す。さらに、真ん中に結ぶようになっているのは

いいが、持ち運ぶ手提げの間に開きがあり、網等

をかぶせる集積場所ではカラス等が食い散らかす

要因になっているとの声もあります。さらには、

むつ市の場合、ごみ袋は大と小の２種類であるた

め使い勝手が悪いということがあります。他市で

は、大、中、または大、中、小が一般的で、改善

の要があると考えます。これらを含め、今夏に変

更した新作ごみ袋の評価について市長のお考えを

お伺いいたします。

次は、各町内ごとに設置しているごみ集積場所

についてでありますが、信号や横断歩道等に近接

した場所が散見され、交通渋滞の要因ともなって

いることであります。また、坂道の途中に設置さ

れている場合、冬期間の収集業務に苦慮すること

があります。また、ライターがごみ袋に入ってい

る場合、圧迫されると点火状態になって火災の原

因となることがあるらしいということでありま

す。これは、収集業者の弁であります。これら町

内ごとのごみ集積場所の選定その他ごみ行政につ

いて市長のお考えをお伺いいたします。

以上、壇上よりの質問といたします。細部につ

きましては、ご答弁をお聞きしたうえで再質問、

要望等をさせていただきます。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 浅利議員のご質問にお答え

いたします。

、 、まず 東北新幹線全線開業に関連しての１点目

全線開業に至るまでのむつ市の取り組みについて

であります。去る12月４日、待望の東北新幹線全

線開業の日を迎えました。当日は、あいにくの天

候ではありましたが、県内各地で多彩な記念イベ

ントが行われ、お祝いムードに包まれたところで

ありますが、当市におきましても予定されていた

催事が一部中止となったものの、大湊駅、下北駅

において、４日、５日の２日間イベントが開催さ

れる中で、旅行者に私たちのおもてなしの心が十

分伝わったものと思っております。

昭和47年６月の盛岡以北の基本計画決定から実

に38年、この間石油ショックや旧国鉄の民営化な

ど、幾度となく困難に見舞われながらも、ようや

く全線開業となりましたことは、歴代の知事初め

多くの先人や関係者のこれまでの長い年月にわた

る熱意、ご努力によるたまものであり、まずもっ

て感謝申し上げるものであります。

取り組みの概要についてでありますが、昭和

48年９月に東北新幹線の早期建設の実現を強力に

推進することを目的として、県知事を会長に県議

会、県内市町村長及び議会議長、商工会議所を初

めとする関係団体の代表者で構成する青森県新幹

線建設促進期成会を結成し、青森県全体が一丸と

なって政府、国会、関係機関等に対して、これま

で粘り強く要望活動に取り組んできたところであ

ります。

また、県においては平成22年12月という全線開

業時期が明らかとなってからは、昨年９月に新幹

線利用者の利便性の向上を図り、新幹線開業効果

を最大化し、県内全域へ波及させていくことを目

的として、青森県関係市町、交通事業者等で構成

する新幹線二次交通等整備協議会を設置し、二次

交通等の整備について協議、調整を図ってきたと

ころであります。

当市においては、ＪＲ東日本のご理解とご協力

を得ながら、むつ下北の玄関口であります大湊駅

前広場、下北駅前広場の整備や観光案内所の設置

など、駅周辺の環境整備に係るハード面のほか、

タクシー協会と連携し市内を定額で観光できる駅

から観タクン、料理飲食店組合と連携し、定額で

飲食できる飲食めぐりクーポン券の発行など、ソ

フト面においても受け入れ基盤の条件整備を図
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、 。り 誘客に向け取り組んできたところであります

新幹線全線開業の効果を一過性のものとすること

なく、むつ下北地域における観光、地域振興等に

つなげていくことが肝要であり、ＪＲ東日本、青

い森鉄道、関係団体等との連携を図りながら、魅

力ある地域づくりに今後とも取り組んでまいりた

いと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存

じます。

ご質問の２点目、地域住民の利便性の観点から

見た開業効果についてであります。去る９月７日

の新幹線ダイヤの発表に続き、９月24日にはＪＲ

大湊線及び青い森鉄道線の運転ダイヤが発表され

ましたことから、これまでの運転ダイヤと比較い

たしましたが、むつ下北地域から野辺地駅、八戸

駅を経由して東京方面に向かう場合、野辺地駅で

の乗り継ぎ時間は４分から39分であったものが、

３分から28分へ、八戸駅での新幹線乗り継ぎ時間

は、７分から27分だったものが８分から46分とな

っております。乗り継ぎ時間については、八戸駅

での乗り継ぎ時間が延びた部分もありますが、野

辺地駅においては従来よりも10分程度時間が短縮

されており、ＪＲ線と経営移管となった青い森鉄

道線という両者の調整が伴った中でのそれぞれが

利便性の確保にご努力されたダイヤ編成の結果で

はないかと考えております。

また、八戸直通便が従来の１便から２便に増と

なったことや、ＪＲ大湊線において２両編成によ

る運行が２便から５便に増となったほか、大湊駅

舎がリニューアルされるなど、ダイヤ以外の部分

においても新幹線開業に伴い利便性の向上が図ら

れたところであります。

しかしながら、従来大湊線の第１便が八戸駅か

らの新幹線の第１便に接続していたものが接続さ

れなくなったことや、東京駅に午後11時８分に到

着する便へ接続される便がなくなったことなど、

利便性が後退したと判断される部分もありますこ

とから、今後利用者の声を検証しながら、利便性

の向上に向けた要望を継続していくとともに、Ｊ

Ｒ大湊線の利用促進を図る取り組みも進めてまい

りたいと考えておりますので、ご理解賜りたいと

存じます。

次に、東北新幹線全線開業に関連しての第３点

目、下北半島国定公園に求められる宿泊型観光地

への転換についてのご質問にお答えします。平成

21年青森県観光統計概要によりますと、むつ市へ

の観光レクリエーション客入り込み数は150万

、 、3,000人 うち宿泊客は28万6,000人となっており

その割合は19.0％となっております。県全体の割

合は8.6％であり、県内市町村の中では、比較的

宿泊率は高目ではありますが、むつ市においでに

なった観光客の方々に少しでも長く滞在していた

だき、より多く宿泊していただくことが喫緊の課

題であることは議員ご指摘のとおりであります。

そのための施策として、今年度むつ下北発滞在

型観光推進事業として大きく５つの事業を展開し

ております。その１つが飲食めぐりクーポン券の

製作であります。これは、むつ市料理飲食店組合

と連携し、2,000円で飲食できるクーポン券を発

行することに支援するもので、東北新幹線全線開

業に合わせ、12月４日から発売を開始しておりま

す。市内に宿泊された観光客が安心して「むつ市

のうまいは日本一」を楽しんでいただこうという

ものであります。

２つ目が駅から観タクン事業であります。これ

は、ＪＲ東日本が行っている駅から観タクンを青

森県タクシー協会むつ支部と連携し、むつ市で実

施することに対し支援していくものであり、本年

６月から事業が始まっております。これまでに

100人を超える利用者があったと伺っており、二

次交通、三次交通の役割を果たせればと期待して

いるところであります。

３つ目は、まち歩きマップ事業であります。こ
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れは、むつ市を訪れた観光客が市内の歴史や食な

どを気軽に散策していただくようなマップを作成

するというものであります。

４つ目は、バナーフラッグの製作であります。

これは、宿泊型観光地への転換ということとは直

接結びつきませんが、大湊駅、下北駅及び市内の

商店街などにバナーフラッグを掲げていただい

て、東北新幹線全線開業の機運醸成を図ろうとす

るものであります。

最後の５つ目は、滞在型観光旅行商品造成事業

であります。これは、滞在型旅行商品の造成をワ

ークショップを通して取り組んでいくというもの

で、昨年９月以来13回のワークショップを重ね、

去る11月22日に開催された下北観光連携シンポジ

ウムで一定の成果をまとめることができ、25の体

験プログラムを掲載したパンフレットを製作しま

した。早速エージェント訪問を実施したところで

ありまして、今後とも新たなプログラムの掘り起

こしなどの事業を継続していきたいと考えており

ます。こういった施策を適時的確に実施し、宿泊

型、言いかえれば滞在型観光地への転換を進めて

まいりたいと考えておりますので、ご理解賜りた

いと存じます。

次に、原子力エネルギー施策についてのご質問

にお答えいたします。まず第１点目、下北・むつ

市企業連携協議会が実施した第２種放射線取扱主

任者の講習経過と成果についてのご質問でありま

すが、昨年11月に立ち上げました下北・むつ市企

業連携協議会では、地元企業の原子力メンテナン

ス事業等への参入を促し、地域経済の活性化を図

ることをねらいとし、ことし１月から第２種放射

線取扱主任者受験対策講習会を実施してまいりま

した。この講習会には57名が参加し、このうち９

名の高校生が生まれ育った地元の職場に勤めた

い、安定した仕事につき、将来は地元に帰って働

きたいとの希望を胸に受講しております。このた

び10月28日の合格発表において、14名の方々が合

格したところでございます。残念ながら高校生の

合格者は出ませんでしたが、受講した高校生は、

電力関係企業への就職が内定していると伺ってお

り、講習受講による一定の効果があったものと考

えているところであります。

本試験の合格者は、今後免状の交付を受けるた

めの資格講習の受講が必要であり、これまでその

資格講習は東京、大阪、京都の３都市のみ開催さ

れてきましたが、このたび下北・むつ市企業連携

協議会として登録資格講習機関である財団法人原

子力安全技術センターと独自で協議を重ねた結

果、第２種放射線取扱主任者の資格講習を12月

20日から22日までの３日間、初めて青森県内で開

催していただけることになっております。

次に、第２点目の学科改編により来年度設置予

定のむつ工業高等学校設備エネルギー科の概要と

ねらいについてのご質問でありますが、青森県教

育委員会は、平成20年８月に策定した県立高等学

、 、 、校教育改革第３次実施計画において 農業 工業

商業の各職業学科について、社会の変化と多様な

進路志望に対応した学科改編を進めることとして

いると伺っているところであります。このうち工

業高校については、平成23年度以降に学級減を予

定しており、ほぼ１学科１学級となりますことか

ら、今後の学級減に合わせて学科改編が必要とな

り、これに伴う学科の設置及び廃止を行うという

ものであります。

むつ工業高校の設備システム科につきまして

は、従来の設備に関する教育内容に加え、原子力

や地熱、太陽光などの新エネルギーを利用した設

備の仕組みなど、環境やエネルギーについても学

習し、地域産業の担い手として対応できる人材の

育成をねらいとして平成23年度に設備エネルギー

科へ改編するものと伺っております。

次に、第３点目の今後地元産業の発展と雇用拡
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大に結びつくための事業参入支援のあり方につい

てのご質問でありますが、下北、むつ市の地域振

興を実現していくためには、この地域が有するエ

ネルギー分野のポテンシャルを有効に活用しなが

ら、地域の高等教育機関と事業者が連携し、地域

から原子力産業を支える高度な人材の育成を図る

必要があると考えております。

さらに、地元企業においては、原子力分野の技

術向上や人材育成を通じて原子力施設メンテナン

ス等への参入を促進し、地域産業を振興していく

ことが不可欠であると認識しているところであり

ます。これまで本市では、産業の高度化や高付加

価値化に対する取り組みが進まなかったことや、

若年層の県外流出等による高齢化の急激な進行な

ど、経済、雇用情勢は非常に厳しい状況に置かれ

ており、地域社会全体の活力の低下も懸念される

ところであります。

しかしながら、本市には産業を支える基盤とし

、 、て 食品加工等に関する公設試験研究機関のほか

独立行政法人日本原子力研究開発機構青森研究開

発センターむつ事務所など、原子力関連の研究機

関が立地し、他に比べて高度な技術知見を備えた

強みがございます。このことから、本市独自のク

ラスターの構築や、人材育成を含めた地域の産業

経済政策を進めるうえであらゆる基盤となる産、

学、官、金融連携をより重視し、下北・むつ市企

業連携協議会を核として、引き続き原子力施設に

係るメンテナンス業務への参入促進に向けた仕組

みづくりを積極的に推進していくこととしており

ますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、市民生活のうち、ごみ行政についてのご

質問にお答えいたします。まず１点目の煩雑過ぎ

るごみ分別に苦慮する高齢者世帯についてのご質

問でございますが、平成20年度にむつ市廃棄物減

量等推進審議会より答申を受け、ごみ出しルール

や収集方法、収集頻度、料金等のごみ収集体制を

見直し、平成21年度から統一した収集体制として

おります。その中で、むつ地区における資源ごみ

の収集方法につきましては、集団回収だけの収集

体制でありましたが、集団回収と近くの集積所に

おいても収集できる両方の体制としたものであり

ます。また、分別方法につきましては、集団回収

の各回収場所で、缶類、便類等を種類ごとにおの

おの分別しておりますが、資源ごみ袋を利用され

る場合も同様な分別として集積場所に出せるよう

にしたものであり、分別を煩雑にしたものではあ

りませんので、ご理解賜りたいと存じます。

、 、 、また ごみの分別方法は ごみ収集カレンダー

市政だより、出前講座及びホームページを通して

周知を図っておりますが、今後もより一層高齢者

の方々にもわかりやすい周知方法と内容の充実を

検討してまいりたいと考えておりますので、ご理

解を賜りたいと存じます。

次に、２点目の今夏に変更した新作ごみ袋の評

価についてのご質問でございますが、新作ごみ袋

の導入につきましては、審議会からこれまでのご

み袋が持ちにくい、運びづらい、結びにくい等の

提言を受け、市民の皆様の利便性を考慮して、こ

のたび新しい取っ手づきごみ袋に変更したもので

。 、あります 従前のごみ袋と比較して小さくなった

伸びがなく、かたくなったというご意見は承って

おります。また、持ち運びやすくなった、結びや

すくなったとの評価も得ているところでありま

す。新作ごみ袋の容量につきましては、実際にご

みや水を入れ、従前と同じ容量であることを確認

しております。また、材質に伸びがなく、かたく

なった理由といたしましては、取っ手づきごみ袋

へ変更するに当たり、取っ手部分に重量の負荷が

かかりますことから、材質を強度のある高密度ポ

リエチレンに変更したためであります。

新作ごみ袋につきましては、導入後間もないこ

とから、市民の皆様から今後も含めて寄せられた
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ご意見を取りまとめて、より使いやすいごみ袋へ

と検討を重ねまして、市民の皆様の満足度を高め

てまいりたいと存じますので、ご理解を賜りたい

と存じます。

次に、３点目の町内ごとのごみ集積場所の選定

についてのご質問でございますが、市では集積場

所の新設、移動、廃止の際の家庭ごみ収集場所設

置許可基準を設けており、各町内会長さんから申

請があったときは、この基準にのっとり事務を進

めているものであり、集積場所につきましては、

円滑に収集作業ができ、道路交通法上支障がない

と認められる場所であることと規定しておりま

す。また、坂道の途中や交差点との近接により収

集作業や交通安全に支障がある集積場所につきま

しては、ご相談をお受けし、集積場所の移動等を

行い対応してまいりたいと考えておりますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（村中徹也） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） ありがとうございます。東

北新幹線全線開業につきましては、重ねて先人の

皆様のご労苦に対して感謝申し上げたいと思いま

す。

そこで、東北新幹線全線開業効果について、再

質問させていただきます。まず、開業効果という

のは地元住民の利便性を高めること、そしてむつ

下北の観光振興に寄与することでなければならな

いというふうに考えております。そこで、まず地

元住民の利便性の観点から再度お伺いいたしま

す。快速「しもきた」のダイヤ編成は、八戸行き

２便で、新幹線接続としては便利になりました。

しかし、青森行きが日中の１便、しかも11時52分

大湊駅発では、青森市内で用事を足す時間がかな

り制約されます。そのほか、また全般的に、市長

も先ほど述べられておりましたけれども、大湊線

から青い森鉄道とか新幹線の接続がなかなか思っ

たように接続されていないという不便さもござい

ます。

それで、日常生活が窮屈になったと思う市民も

いるのですけれども、それについて、新幹線偏重

のダイヤ編成をどのように見るかについてお伺い

いたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先ほども申し上げましたよ

うに、ＪＲと、それから青い森鉄道、そして青い

森鉄道、新青森駅と青森駅、ここもまた単線でご

ざいまして、車両のやりくり、そしてまた青森か

ら北海道のほうに向かう奥羽線というふうな形、

非常に複雑なダイヤ編成を強いられたということ

は伺っております。しかしながら、その意味から

して、浅利議員お話しのように、ご指摘されまし

たように、青森便が１便減というふうな形、その

分八戸便が２便。つまり今まで３対１だったのが

２対２になったという部分、これはたしかこの議

場の中で、どちらを向いていますかというふうな

お話、そしてまたＪＲ東日本盛岡支社に議員団、

皆様方とお邪魔した際に、八戸を向いているとい

うふうな部分、そういうふうなものの影響があっ

たのかなと。影響というよりも、好影響なのか、

それは結果として八戸直通が２便にふえましたの

で、そういうふうな意味での効果はあったと思う

のですけれども、それがプラス１でなかったとい

、 。 、うこと トータルとして トータルとして八戸２

青森２、それにプラス１だったらよかったのです

けれども、そういうふうなことがかなわなかった

というふうなことは事実でございます。

その意味からして、ダイヤ編成の部分では、ま

だまだこれから利用者の声を聞きながら、改善す

べきところは改善していただくように粘り強い要

望活動はしていかなければいけない。しかしなが

ら、そのダイヤの部分以外の部分で、１両編成が

２両編成になったものが２便から５便になったと

いうふうな、よく聞かれるのが、もう野辺地駅か
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ら立ちっ放しで来たとか、そういうふうな方々が

非常に多かった部分、２両編成が５便にふえたと

いうふうな利便性が向上したということも、この

部分はしっかりと評価はしていかなければいけな

いものと、このように思っております。不便な部

分、利便性を高めるための要望活動はこれからも

努めていかなければいけないと、このように思っ

ております。

〇議長（村中徹也） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） 聞き及びますと、３月にま

た新しい新幹線の車両に変換になるといいます

か、取り入れられる段階で新ダイヤの改正もある

というふうなことを聞いておりますので、そうい

うことも含めて、地域の利便性を高めるようなダ

イヤ編成に取り組んでもらうよう要望してもらい

たい。

次に、むつ下北の観光振興の観点からですけれ

ども、再度これもお伺いいたします。全国初のハ

イブリッドシステム搭載の新型リゾート列車「リ

ゾートあすなろ 、これが１日２便の運行計画で」

あると聞いております。第１便が大湊駅着が12時

43分、第２便が大湊駅着15分２分というような予

定というダイヤだということを聞いております。

それで、この新型リゾート列車「リゾートあすな

ろ」の運行を下北観光の起爆剤、振興の柱として

どのように取り入れようとするのかが大事である

と考えます。単に陸奥湾の眺望、汽車の旅に終わ

らせてしまうでは開業効果も薄いと考えます。

、 。そこで 次の点について再度お伺いいたします

観光客をもてなす地元の総意が形成されている

か。

次に、受け入れ条件として二次交通、周遊交通

、 。等ですけれども 宿泊体制等が整備されているか

それと、宿泊に結びつける魅力あるプランが作成

されているか。先ほどるる説明はありましたけれ

ども、再度これらについてご説明をお願いいたし

ます。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） まず１点目の観光客をもて

なす地元の総意が形成されているのかということ

でございますけれども、実は最近の私が体験をし

たことをまず１つお話をさせていただきますなら

ば、先般国内の国際会議、ＩＡＥＡ、そしてまた

電力中央研究所の原子力に関してのシンポジウム

でパネリストにさせていただきました。その際、

外交団の方々とある場所に行きました。そして、

夕方５時にその場所に着きましたもので、５時直

。 、前に着きました お土産物屋さんに行きましたら

もう５時でぴったり閉まってしまうのです、お客

さんがいる中で、私どもがいる中で。もう５時と

いうことで、従業員の方がそそくさと店を閉め、

そして電気を消すというふうな状況。そういうふ

うなことがやはり、たった１つのことでも、もう

その場所には二度と行きたくないなというふうな

思いをいたしました。そこで買ったのが「雲助だ

」 。 、んご でございましたけれども そういうふうに

私にとりまして本当にすばらしい地域でありなが

ら、もてなす心、そういうふうなことが地元住民

の方々、そしてまた観光に携わる方々が、もうお

客さんがいる間はしっかりと対応をとらなければ

いけないという、そういうふうなもてなしの心、

こういうことを十分その観光業者、観光に携わる

方々のみならず地元住民、市民がすべて観光客の

ガイド役というふうな形の中で、ちょっと聞かれ

たらどこどこと、わからなかったらどこどこに観

光案内所がございますよとか、そういうふうな一

つのあっせんをするような思いを持っていただく

ような形で観光客と、また旅人に大いにＰＲをし

てもらうというふうな心がけを持っていただけれ

ばなと。全員がガイド役であると、こういうふう

な思いを持っていただくことが大切なのではない

かと、このように思っております。
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また、受け入れ条件ということでありますけれ

ども、私が会長を務めさせていただいております

下北観光協議会 これにおいて平成21年度から ぐ、 「

るりんしもきた観光ルートバス」試験運行事業と

いうふうなことで、あくまでもこれは将来的には

民間事業者に担っていただくことになりますけれ

ども、試験運行ということで、冬場も今実施して

おります。この前スタートの日は、たしか１台目

はたった１人だとかというふうなことでしたけれ

ども、こういうふうなところを大いにＰＲをして

いく必要と、こういうふうな思いをいたしており

ます。

それから、浅利議員も自衛隊ＯＢでございます

ので、ＯＢの方々にぜひＰＲをお願いしたいと、

このように思っているところであります。

それから、宿泊に結びつける魅力あるプラン、

これが作成されているのかというふうなことであ

りますけれども、その一つとして、滞在型観光旅

行商品造成事業というふうなのがあるというふう

に考えております。この部分においては、さまざ

まな形で、感動半島しもきたというふうに、今観

光プログラム、これを提供するような形で今進め

ております。本州のてっぺんで頂上体験、感動半

島しもきたというふうなことで、温泉でくつろぐ

とか、それからただただ感動というふうな大きな

キャッチコピーの中で、下北全域のさまざまな

25のプログラム、これを大いに売り込んで、滞在

型につなげていきたいと、このように思っており

ます。

一例を挙げますならば、大畑の関係であります

と奥薬研温泉、これなのですけれども、この部分

は定番でございますけれども、湯野川温泉、それ

からさまざまな形で開湯396年薬研温泉丑の湯ま

つりを楽しもうというふうなことで、毎年７月の

土曜日からというふうな形で、こういうふうな形

で滞在型、そしてまた薬研でくつろぐ海峡サーモ

ンまつりとふるさとの味を楽しむとかと、こうい

うふうな形の25のプログラムを大いに売り込んで

いって滞在型を進めていきたいと、このように取

り組んでいるところでございます。

〇議長（村中徹也） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） ありがとうございます。い

ずれにしましても、東北新幹線全線開業効果を最

大限にあらしめるのは、市長も言われましたけれ

、 。ども やっぱり地元の人たちの心だと思うのです

行ってよかったというような地元の心に接するよ

うな体制をとりたいと思うのであります。

下北半島の売りは、自然といやしに集約される

と思います。都会人は、それを求めて旅をするの

だから、旅行で行き交う人々の心遣い、もてなし

の心、ちょっとした親切に感動し、その感動が周

囲に波及し、再びこの下北を訪れることにつなが

るのであるという認識を地域の皆さんが共有して

くれることを望んで、東北新幹線全線開業に関す

る１点目の質問を終わります。

次に、原子力エネルギー施策についてでありま

すが、再質問させていただきます。先ほどの答弁

で第２種放射線取扱主任者資格講習を今回青森県

内で初めて開催の運びにこぎつけたとありますけ

れども、それの詳細と今後継続の可能性があるの

かどうかについてお伺いいたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） これまで東京中心、大都市

を中心として３都市だったでしょうか、その合格

をした方々が免状をとるための最後の資格講習と

いうふうなものが青森県で、全国で初めて、その

下北・むつ市企業連携協議会の独自の動きの中

で、六ヶ所村でその講習を２日間にわたって受け

て、完全に資格を取得することができるようにな

りました。この部分については下北・むつ市企業

連携協議会、私が会長を仰せつかっているわけで

すけれども、またさまざまな企業、そしてまた原
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子力安全研究センターだったでしょうか、ご配慮

に心から感謝申し上げる次第であります。

この講習会、この部分につきましては、次の正

月号の市政だよりにもご案内はさせていただきま

す。また、ホームページの中でも既にご案内をし

ておりますけれども、１月22日から、また第２種

放射線取扱主任者受験対策講習会、開催をする運

びになっております。

そこで、けさほどもちょっとお話をさせていた

だきましたけれども、むつ工業高校の生徒さん、

１年生、２年生、新年度からは２年、３年になる

のですけれども その子たちが13人でしたか 14人、 、

でしたか、もう受講するというふうな形の動きが

ございます。その意味からして、高校生が受けて

くれるし、そしてまたことしの合格者、最高齢者

と ちょっと失礼な言い方なのですけれども 49歳、 、

でございました。現役の自衛官でございまして、

今後将来的に、退職後とかさまざまなそういうふ

うな部分での雇用を目指すためにその資格を取っ

たと。非常に心意気高い現職の自衛官がございま

した。さらに、27歳か28歳の青年でした。30歳で

したか。その青年が言うには、中央で派遣切りを

受けた、そしてこちらの地元に帰ってきた、そし

。 、てこの講習会の様子があった 一生懸命勉強して

この資格を得ることができた。勤めている企業に

も感謝し、市のあり方にも本当にこれからも資格

をもっともっと取るような体制をとっていただき

たいというふうなことで、そういうふうな評価を

いただいておりますので、私はこの第２種放射線

取扱主任者というのは、新年度に向かっても当然

実施されるし、現在また非破壊検査というふうな

部分、その部分も取り組んでおります。実際そう

いうふうな形で多くの方々に資格を取っていただ

いて、その企業の力をつけていただくこと、バッ

クアップし、将来的な原子力産業のメンテナンス

部門への参入ということを大きな目標としている

その仕組みづくりに今取り組んでいるところでご

ざいます。

〇議長（村中徹也） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） 今回の資格講習を青森県内

で初めて実施していただけるようになったという

ことは、今回むつ市主導で第２種放射線取扱主任

者の講習会を実施したことの熱意と実績が評価さ

れた、考慮されたということだと考えて大いに評

価したいものだと思います。

再度質問いたします。まず、聞き及びますに、

第２種放射線取扱主任者の合格は、なかなか難し

いと、大卒者でも厳しいレベルとのことを聞いた

ことがあります。今回地域企業等からの受験者が

合格率約３割です。現役高校生９名全員が不合格

になったということで、これについて市長はどう

、 。いうふうな分析 評価をしておりますでしょうか

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 非常にこれは国家試験でも

難しい部分があるということで、合格率が大体

25％から30％程度というふうなことを伺っており

ます。その意味で、高校生９名受講していただき

ました。一生懸命勉強したわけでございますけれ

ども、合格者が出なかったというふうなことは、

非常に残念な思いでございます。

しかしながら、その講習を受けたことによりま

して、次の就職の段階で、就職活動の段階で非常

に功を奏したというふうなことを伺っておりま

す。つまり原子力の本当に基本的な部分がしっか

りと身について、基本知識が身について、面接に

非常に役立ったというふうなことを学校側からも

聞いておりますし、採用した原子力関係、また研

究機関、こちらのほうからもその部分において非

常に高く評価をいただきました。ですから、合格

はしなかったものの、そういう意味での基礎的知

識をしっかりと身につけることができたというふ

うなことで、講習を受けてよかったというふうな
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評価をご本人たち、また学校側、採用した側から

承っております。そういう意味では、積極的に来

年また高校生が十数人受けてくれるというふうな

こと、これ普通高校のほうにもどんどん、どんど

ん就職を目指す方々には働きかけをしていたきい

と、このように思っております。

〇議長（村中徹也） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） 残念ながら高校生が合格は

しなかったというものの、市長のご所見にもあり

ましたとおり、非常にそれが就職の土台になった

と、結びついているという評価でありますので、

非常に喜ばしいことであると、私もともに喜びた

いと思います。

今後むつ工業高校の学科改編に伴いまして、カ

リキュラムはこの地域を支える原子力を初め高度

な技術を要する産業の下支えをする人材育成に寄

与することを望むものであります。

また、下北・むつ市企業連携協議会の今後のあ

り方についてでありますけれども、地域の経済政

策を進めるうえで、宮下市長自らのトップセール

スによる地元企業参入及び高校生等の就職支援に

ついて積極的な開拓をぜひお願いしたいというふ

うに願うものであります。

次は、３点目の市民生活、ごみ行政について再

度質問させていただきます。ごみの分別につきま

しては、高齢者に限らず市民の皆さん、少なから

ず戸惑った経験をお持ちだというふうに思いま

す。特に昨今、社会生活で高齢者割合が急増して

いる現象の中では、単に画一的な周知の仕方では

なかなか覚え切れない人が出てくるのではないか

というふうに思います。

他自治体の例でありますけれども、可燃ごみ袋

に資源ごみの種類をプリントして、このごみは資

源ごみですよというような視覚に訴え判別できる

ようなことをしている自治体があります。高齢化

社会に優しい施策の一端として行政での検討価値

はあるのではないかと考えます。その点１点。

それと、さきに述べましたように、他自治体で

、 、 、 、は むつ市は大 小しかないのですけれども 大

中、または小と。大、中を取り入れている自治体

が多い現状からして、むつ市でも検討の余地は大

いにあると考えますけれども、以上２点、再度お

伺いいたします。

〇議長（村中徹也） 民生部長。

〇民生部長（齋藤秀人） ２点のご質問でございま

すけれども、ご質問の１点目のごみ袋に文字情報

に限らずイラストなどをプリントして、高齢者に

限らず市民の皆様に視覚でわかるようなごみ袋に

してはというご提案だと思います。先ほどの市長

の答弁にありましたけれども、ご提案につきまし

ては、新しいごみ袋の導入のご意見、評価が寄せ

られておりますので、これをもとに、またほかの

自治体においてもこのようなごみ袋を採用してい

るということも聞いてございますので、それらを

参考にしながら、より利用しやすく、かつわかり

やすいものへと総合的に検討してまいりたいと考

えておりますので、この点ご理解願いたいと思い

ます。

、 、ご質問の２点目のほかの自治体では中容量 大

中、小の中容量の袋を採用しているところが多く

あると、むつ市でも検討すべきではないかとのご

質問についてお答えいたします。県内40市町村の

うち指定ごみ袋を使用しておりますのは19市町

、 。 、 、 、村 約半分ございます その中において 大 中

小、３つのサイズを設けているのは８市町村とな

ってございます。平成20年度に行われました審議

会でも、この容量別の袋については審議されてご

ざいまして、その中でのご意見は、中のサイズと

小のサイズを比較しても、それほど変わりはない

だろうと。また、販売する商店において、この置

き場所にも困るのではないかというご意見が出た

結果、現行のままになっているという経緯がござ
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います。

ごみ袋の販売実績を見ますと、小サイズのごみ

袋は割高感があるためかどうかわかりませんけれ

ども、販売数量が非常に少なくなってございます

ので、今後当市におきましても、この袋のサイズ

を含めまして、ごみ袋の改良につきましては調査

研究してまいりたいと考えておりますので、ご理

解願いたいと思います。

〇議長（村中徹也） 23番。

〇23番（浅利竹二郎） ありがとうございます。市

民生活にとっては、ごみ袋というのは、それこそ

毎日必要な、本当に市民生活に密着したものであ

ります。先ほど来説明しておりますけれども、こ

れから高齢化社会になりまして、なかなか高齢者

の目線での対応というのは、やっぱりその当事者

になってみないとわからないという部分がありま

すので、まず新作のごみ袋についても、市民の間

では使いなれないという、そういうことも考えら

れます。今後審議会等での意見を聴取し、再度検

討していただきたいと思います。

また、ごみ袋の、今現在むつ市の大、小の件、

それに中を取り入れるということについては、こ

れ大分前からいろいろ要望もありましたけれど

も、なかなか審議会等で取り入れられなかった経

緯がありますので、再度そこら辺を検討していた

だいて、本当に市民が必要としているものを取り

入れていただきたいと。

先ほど部長の説明にありましたけれども、今現

在の大、小に中が加わると売り場の置く場所に困

るというふうな、ちょっとそういう回答されたよ

うに聞きましたけれども、それはいろいろ商売上

のことで、どうにでもやりくりというか、改善が

できるような気がしますので、そこら辺も検討し

ていただきたいと思います。

あと、ごみ収集場所につきましては、基準があ

るということですけれども、町内の事情とか、適

当な場所の選定の困難等から、必ずしも基準にそ

ぐわない場所もあると考えられますので、市民生

活と安全の両立の観点から、適切に処理していた

だきたいと要望いたします。

以上、大きくは３点、一般質問をさせていただ

きました。ありがとうございました。

〇議長（村中徹也） これで、浅利竹二郎議員の質

問を終わります。

午後３時10分まで暫時休憩いたします。

午後 ２時５５分 休憩

午後 ３時１０分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎野呂泰喜議員

〇議長（村中徹也） 次は、野呂泰喜議員の登壇を

求めます。19番野呂泰喜議員。

（19番 野呂泰喜議員登壇）

〇19番（野呂泰喜） 改革21会派に所属をしており

ます野呂でございます。私ども改革21会派の政治

理念は、初心忘れるべからずの理念のもと、市民

皆様の目線で、市民皆様の生活環境がよりよく、

そしてより向上することを願い日々努力をさせて

いただいております。

1964年、昭和39年10月、アジアで開催されます

東京オリンピックに向けまして東海道新幹線が建

設 そして運行がなされましてから約半世紀 12月、 、

４日、新青森駅まで東北新幹線が乗り入れ、これ

により地域観光産業が飛躍的に伸びますことを期

待してやみません。東北新幹線全線開通に先駆け

まして、ＪＲ東日本鉄道盛岡支社によるトイレも

含めました大湊駅舎改築がなされまして、大湊駅

が非常に使いやすくなり、地域に住まいいたしま

す、またＪＲ大湊線を利用しております私どもと
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いたしましても、ＪＲ東日本盛岡支社にはまこと

に感謝の気持ちでいっぱいでございます。ただ、

残念でありましたのが、４日、５日と強風により

新型リゾート列車も含めました全線が不通とな

り、ＪＲ東日本大湊線の強風対策に対する鈍さが

出てしまった感がございます。

むつ市議会第206回定例会に当たり、ことしの

大湊地区の除排雪計画について及び市町村合併に

よる旧町村の現状についてを一般質問いたしま

す。市長並びに理事者におかれては、前向きなご

答弁をお願いいたします。

昨年の冬は、寒さもさることながら、４年ぶり

の、それも記録的な大雪に見舞われ、市民の皆様

にとりまして、まことに厳しい冬でありました。

毎日が降る雪との闘い、また降り積もる雪との闘

い、雪国でありますから、当然のごとく避けて通

ることのできないところでありましょう。市民生

活にとりましても、最も効率のよい除排雪、また

除排雪計画が必要であり、さらなる除排雪対策を

講じていただくべくむつ市議会第203回定例会に

おきまして質問をいたしました内容と、それに伴

う市長並びに理事者の答弁を踏まえまして、以下

の質問をいたします。

大湊地域における国道338号の除排雪と歩道の

確保についてお伺いをいたします。大湊地域に限

らずどこの地域も同じであろうかと思いますが、

車道に積もった雪を早朝にラッセル車で路肩に雪

の塊として寄せて残していく除雪方法でありま

す。大湊地域は、国道338号と申しましても道幅

が狭隘であり、路肩が歩道となっております。現

状の除排雪方法でありますと、歩道が使えない危

険な状態であります。桜木町まで関係者各位の熱

意により融雪溝は整備がなされましたが、大湊地

域の深刻さを増します少子高齢化と人口の減少に

伴う国道沿いの空き家が多くなり、歩道が完全に

。 、確保できていないのが現状であります 宇曽利川

桜木町、宇田町、川守町、上町、浜町、各町内会

有志のご協力により歩道除排雪ボランティアで対

応して、そして努力をしていただいて歩道の確保

に努めているところであります。

そこで１点目、国道の除排雪及び除排雪計画は

どのようになっているのか。

２点目、大湊地域における国道の歩道の除排雪

計画は。

３点目として、今年度の臨時雇用対策はどのよ

うになっているのか、３点お伺いいたします。

大湊市道浜通線の除排雪についてお伺いをいた

します。市道浜通線は、大湊浜町から宇田町３差

路まで約3.6キロの区間でありますが、先ほど述

べました国道338号も狭隘でありますが、それ以

上に市道浜通線はふだんでも非常に狭隘であり、

雪が降れば路肩に寄せられた雪の塊で、さらに道

幅が狭くなり、車の交差ができない状態になって

おります。今年度の市道浜通線に対する除排雪計

画をお伺いいたします。

大湊上町、川守町及び桜木町にあります市営住

宅の除排雪についてお伺いをいたします。近年地

域的に高齢化が著しく、特に大湊地域にあります

市営住宅で暮らしをなさっておられる皆様は、ご

高齢の方々が多く、除雪もままならないのが現状

であります。地域民生委員の皆様もスコップを持

ってご高齢者宅の除雪をしていただいております

が、何分広範囲でありますことから、市として市

営住宅の除排雪計画をお伺いをいたします。

、 。次に 市町村合併についての検証でございます

むつ市議会第205回定例会におきまして質問通告

をいたしましたが、私の質問時間がなくなり、市

長並びに理事者の答弁を聞き及んだのみでありま

すことから、今定例会におきまして、再度質問を

させていただきます。

さきの定例会でも申し上げましたが、何よりも

むつ市民の家計が非常に苦しい状態であります。
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川内地区、大畑地区、脇野沢地区の皆様が税の値

上げにより大変苦しんでおられるのが現状であり

ます 特に国民健康保険税の平成20年度 平成22年。 、

度における税率改正、つまり値上げにより、急激

な負担増となりました。ちなみに、金額で示しま

すと、合併前の平成17年度で旧むつ市の税率は７

万769円でありましたが、平成22年度で９万

1,867円となりました。つまり旧むつ市の市民の

皆様方は、２万1,307円の負担増ということであ

ります。旧川内町では３万3,294円、旧大畑町で

は２万7,982円、旧脇野沢村では３万6,154円のい

ずれも大変な負担増であります。旧３町村の生活

基盤であります基幹産業は農林水産業でありま

す。このたびの猛暑により高海水温となり、基幹

産業が大打撃を受け、それに伴い加工生産部門に

原材料の不足から、パートで頑張っておられます

皆様の仕事が減り、収入減となっておるところで

あります。再度申し上げます。市民皆様の生活が

まことに苦しい状況下であります。

介護保険料、基準額で合併時むつ地区で４万

6,800円、川内地区で４万5,600円、大畑地区で３

万4,440円、脇野沢地区で４万3,200円の各金額で

ありまして、現在は５万4,000円で統一されてお

るようでございます。保険料は、むつ地区は引き

下げ、３地区は押しなべて値上げであります。平

成22年度で統一、下水道料金は当分の間統一しな

いとの方向であります。また、水道料金はむつ地

区に統一するとして、むつ地区以外の３地区は従

量料金値上げ負担であります。

次に、年齢階層について、各地区の人口動向で

の比較では、平成17年３月14日の合併当時で、全

市の人口は６万7,304人でございました 平成22年。

７月末現在では６万4,257人となり、５年間で

3,085人が減り、率にして4.6％の減少となってお

ります。ここで年齢階層のゼロ歳から14歳までの

年少人口は、川内地区では620名から454名、実に

166名が減、大畑地区では1,004名から825名、つ

まり179名の減であります 脇野沢地区では 245名。 、

から138名、107名の減、いずれも人口減少であり

ます。また、15歳から64歳までの生産者年齢人口

、 、での比較では 川内地区では3,212名から2,644名

568名の減であります。大畑地区では、5,759名か

ら4,783名、979名の減であります。脇野沢では

1,476名から1,207名、269名の減であります。生

産年齢人口も、ともに減少であります。

高齢人口につきましては、先ほどの同僚議員の

目時議員の質問の中にございましたので、割愛さ

せていただきます。

そこで伺いますが、まず私が述べました数字、

そして値上げをいたしました金額等に間違いがな

いのか。

２点目として、３地区と合併いたしましたが、

その３地区への合併の意義性として、基幹産業の

雇用も含め、生計が成り立つ政策立案をしてもら

えるものかどうかをお伺いいたしまして、壇上か

らの質問とさせていただきます。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 野呂議員のご質問にお答え

いたします。

まず、ご質問の第１点目、今冬の除排雪計画に

ついてのご質問にお答えいたします。国道338号

における除排雪と歩道の確保についてのご質問で

ありますが、野呂議員におかれましては平成10年

から11年間、ＰＴＡ活動、町内会活動を通して国

道338号の歩道除雪に積極的に参加され、活動し

てこられましたことに対し、改めて敬意を表する

ところであります。引き続きお願いを申し上げた

いと、このように思います。

ご質問の内容は、自ら携わってこられた方であ

るからこその経験からのご質問の内容となってお

ります。野呂議員ご指摘のとおり、国道の除雪に
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より歩道を兼ねた路肩には、雪というよりも、し

ばしば氷状の塊が寄せられ、ほうっておきますと

凍結して、歩行者にとりましては大変な障害とな

ってしまいますことから、その対応はなかなか大

変なことであると認識しております。また、路肩

には融雪溝が整備されておりますが、片づけられ

ている区間とそうでない区間とがあり、沿線の各

家庭による処理にも限界があるのではないかと考

えております。

そのような意味合いからも、青森県が除雪機械

を市町村に貸し出し、市町村が燃料代、損害保険

料などの事業実施に関する経費を負担し、地元町

内会、ＰＴＡ活動などのボランティア活動で行わ

れているスクラム除雪の成果が十分生かされます

よう、青森県とも連絡を密にしていきたいと考え

ておりますし、市といたしましても、今後ともで

きる限りの支援をしてまいりたいと考えておりま

す。

次に、市道浜通線の除排雪についてのご質問に

ついてお答えいたします。市道浜通線は、大湊新

町３差路から下通りを経由して宇田町に至る延長

3,161メートルの路線でありますが、この除雪に

ついては、本年３月のむつ市議会第203回定例会

において、野呂議員の一般質問にお答えしており

ますとおり、堆積する場所がほとんどないことか

ら、降雪時には通常路肩に寄せる方法をとらざる

を得ず、狭隘となった場合は運搬排雪で対応し、

運搬排雪につきましては、回数をふやすなどの方

法により、沿道の方々の負担を少しでも軽減して

まいりたいと考えております。

また、現在エコ・コースト事業が進んでおりま

すが、この事業には現在の市道浜通線から海側へ

の連絡道も幾つか計画されておりますので、冬期

間の雪の堆積場所のエリアを確保できないもの

か、関係機関と協議して模索してまいりたいと考

えておりますので、ご理解をお願いいたします。

次に、大湊上町、川守町、桜木町にある市営住

宅の除排雪についてのご質問にお答えいたしま

。 、す 市営住宅敷地内道路の除排雪につきましては

道路除排雪と同様な取り扱いをしております。大

湊地区の市営住宅は、敷地内道路の道幅が狭く、

急勾配にもなっており、除排雪等雪対策には非常

に苦慮しているところであります。これまでも降

雪時には市道の一斉除雪と同時に各団地内道路に

ついても除雪作業を実施しており、入居者の方々

の通行に支障がないよう対応しているところでご

ざいます。

、 、一斉除雪後 暖気により通行に支障が出た場合

再度の除排雪を随時行うのかとのご質問でござい

、 、ますが 除排雪につきましては土木課が行うほか

今年度からは市営住宅敷地内の除排雪経費を予算

、 、措置していることから 現場状況を確認しながら

必要に応じて適切に対応してまいりたいと考えて

おりますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、市町村合併についての検証のご質問につ

いてお答えいたします。まず、前回のむつ市議会

第205回定例会で答弁いたしました合併前後の国

民健康保険税額の改正、改定及び各地区の人口構

成等についての確認ということでありますが、た

だいま野呂議員がおっしゃった内容は、前回担当

の者が答弁をさせていただいた数値であろうと思

いますので、間違いないものと思われます。

次に、各地区の産業の振興についてのご質問に

お答えいたします。旧町村においては、第１次産

業が基幹産業でありますが、農林漁業を取り巻く

環境は、従事者の高齢化や生産費が増大する中で

生産者価格は低迷し、経営収益の確保が厳しいほ

か、栽培や生産は自然条件に大きな影響を受ける

など、多くの課題を抱えている現状から、世代交

代や雇用に容易に結びつかないところがありま

す。市では、これまでそれぞれの地域の優位性を

生かしたおいしい果物産地育成事業による醸造用
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ブドウ栽培、ホタテ貝殻を活用したナマコ増殖場

造成事業による資源の確保と所得向上、野菜等生

産力強化対策事業による夏秋イチゴ栽培の拡大、

特産物産地づくり支援事業による一球入魂かぼち

ゃの生産拡大、アワビ稚貝放流事業、サクラマス

種苗放流事業による資源の確保、荒廃している森

林の管理作業に対する森林整備地域活動支援交付

金等の事業を推進し、生産性の向上等によって経

営の安定を図り、農林水産業が魅力ある産業とし

て成り立つよう、各種の支援を実施してきたとこ

ろであります。このことから、夏秋イチゴ栽培で

は新規参入者が４名出現し、意欲的に生産規模の

拡大を進め、順調に販売額を伸ばしているほか、

カボチャの栽培においても、７戸の農家が新たに

生産を手がけております。

また、川内地区では醸造用ブドウ栽培面積が約

10ヘクタールに拡大し、農業生産法人では、こと

。 、しの春に高卒者２名を採用しております さらに

川内町漁協では１名の若者が新規にホタテ養殖漁

業に就業しております。

後継者や担い手を育てるためには、経営の安定

を図ることが重要となりますことから、今後とも

それぞれの地域の特徴を生かして、自信と希望を

持って経営に取り組み、自立できる農林水産業の

基盤づくりに関係機関、関係団体と連携して取り

組むとともに、川内、大畑、脇野沢地区はもとよ

り、むつ市全体での総合的な取り組みを推進する

ことにより、農林水産業の振興と地域の活性化に

努めてまいる考えでありますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

〇議長（村中徹也） 19番。

〇19番（野呂泰喜） ご答弁、まず大変ありがとう

ございました。

国道338号の除排雪に関しては、大湊地区はス

クラム除雪をするということでありますけれど

も、そのスクラム除雪は大体どこまで確保してい

ただけるのか、まず１点目お伺いいたします。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

〇建設部長（山本伸一） スクラム除雪、基本的に

はボランティアの皆様方にお世話になるところが

多いわけでございますけれども、小型の除雪機械

を貸し出しいたしまして、ボランティアの方々に

除雪をやっていただくということになってござい

ます。基本的には、どこまでということは明確に

はなっておらないわけですけれども、そのボラン

ティアの方々の行動範囲ということでご理解いた

だければと思います。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 19番。

〇19番（野呂泰喜） そうしますと、全く地域のボ

ランティアでやってもらいたいという、いわゆる

その地域ボランティアでやってくれればいいとい

うことですか。確認しておきます。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

〇建設部長（山本伸一） 非常に申し上げにくいこ

となのですが、事実はそういうことでございまし

て、ボランティア活動の皆様によってエリアを決

めていただいて、そこを皆様方で除雪していただ

く、排雪していただく。市としましても、議員十

分ご承知のとおり、雪を捨てる際はトラック等を

出してご協力はさせていただくということは、こ

れまでも今後も変わりないものと理解していただ

ければと思います。

〇議長（村中徹也） 19番。

（ ） 。 、〇19番 野呂泰喜 わかりました そうしますと

各そのエリアの町内会長さんにお願いをして人員

を出していただければよろしいということで解釈

してよろしいのですね。はい、わかりました。

次に、市道浜通線でありますけれども、先ほど

の市長答弁でいきますと、堆積場所を確保すると

いうやり方と聞きましたけれども、これはそうい

う解釈でよろしいのかどうか確認をいたします。
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〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 雪の堆積場所のエリアを確

保できないものか、関係機関と協議して模索して

まいりたいと。つまりエコ・コースト事業が今進

んでおります。この事業には、市道浜通線から海

側への連絡道も幾つか計画されておりますので、

その中で冬期間の雪の堆積場所のエリアを確保で

きないものか関係機関と協議し、模索してまいり

たいと、このようにお答えをしたところでござい

ます。

〇議長（村中徹也） 19番。

〇19番（野呂泰喜） その関係機関というのは、ど

ういうふうな機関でしょうか。その部分をどこに

相談なさるのか、１点お伺いいたします。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

〇建設部長（山本伸一） エコ・コースト事業を今

実際進めておりまして、平成24年度に県の部分で

ございますけれども、完成する予定であるという

ことで、そのエコ・コースト事業として整備して

いる部分のところにも大湊浜町の部分、大湊小学

校までの部分につきましては、そこの一部を除雪

の堆積場所にできないかということを地元並びに

県のほうと協議をしていきたいと思っておりま

す。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 19番。

〇19番（野呂泰喜） エコ・コースト事業は、それ

は県の事業、それは大湊浜町から大湊小学校まで

かな、そのエリアはわかりました。では、小学校

から宇田町まで、これはこれからどういうふうな

手法でおやりになるのか、そこをまずお聞きをい

たします。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

〇建設部長（山本伸一） 宇田町までの間というの

は、非常に道路が狭うございます。押すだけの除

雪になるのですけれども、状況によっては排雪い

たします。その状況によって排雪する場合には、

近隣にその堆積場所がないものですから、先ほど

前の議員さんへの答弁にもありましたように、今

大湊地区に、これは前々からのご指摘もあるもの

ですから、１カ所そういう雪の堆積場所がないか

ということで、今所有者と交渉しておる最中でご

ざいまして、そこがかなりある程度の敷地確保で

きるものですから、確保できますと、効率のよい

排雪作業ができるのではないかと。先ほどの国道

338号の排雪作業につきましても、歩道の排雪、

今までは克雪ドームの近くまで捨てに行っていた

ものが、その近くにありますと効率のよい排雪作

業ができるということでは能率アップにつながる

と思っておりますので、ぜひそこら辺を確保した

いなと思っております。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 19番。

〇19番（野呂泰喜） そうしますと、大湊地区に１

カ所、克雪ドームまで来なくても、そこに雪を捨

てられるという場所を確保するという先ほど市長

の答弁ございましたけれども、それが桜木町だと

いうことで解釈してよろしいのかな。それを私む

つ市議会第203回定例会において、むつ市東西南

北に１カ所ずつ堆積場所をつくれば、それは一番

いいのではないかという質問をさせていただきま

したけれども、それが１つかなったということで

解釈してよろしいのかどうか確認をいたします。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

〇建設部長（山本伸一） 桜木町地区に今検討して

ございます。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 19番。

（ ） 。 、〇19番 野呂泰喜 わかりました そうしますと

それは堆積は堆積で結構ですけれども、では常に

市道浜通線の除排雪をしていただけるという解釈

になりますけれども、その部分はどうしていただ
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けるのか、そこを１点確認いたします。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

（ ） 、〇建設部長 山本伸一 いずれにいたしましても

その現場の状況というのを確認させていただきま

、 、して その押した雪がどれぐらいになっているか

それを確認したうえでそういう作業を進めさせて

いただくということになります。

〇議長（村中徹也） 19番。

〇19番（野呂泰喜） わかりました。

それから、先ほど市営住宅の除排雪計画に対し

ては予算をふやしたということで、このたびは市

長の配慮ですか、堆積場所と、それから市営住宅

の除排雪費をふやしていただいたということで、

まずお礼を申し上げます。ありがとうございまし

た。

次に、市町村合併の検証でありますけれども、

先ほど壇上でも申し上げましたけれども、非常に

皆さん大変な思いをなさっておる、これは市長も

感じておられると思います。国民健康保険税、税

率改正に当たって、いわゆる部内で値上げに踏み

切るときに、こういうことも想定して話し合いを

したのかどうか。今回の高水温はまた別としまし

ても、いわゆる川内、大畑、脇野沢は第１次産業

が基幹産業であります。そして、第２次産業であ

ります。その部分での値上げ、即家計に響いてし

まう。先ほど同僚議員の目時議員の質問の中にも

ございましたけれども、法定外繰入、私はあって

。 、しかるべきではなかったのかなと 確かに全国の

これは国保新聞かな、拝見しましたら、各都道府

県、自治体で繰り入れしているところが非常に多

い状態。とみに青森県むつ市は、大変申しわけな

、 、いですけれども 年間の所得200万円以下が８割

100万円以下の世帯が６割という非常に厳しい状

態、その中での値上げと。まず１点、値上げに対

して、その部署内で話し合いがなされたのかどう

か、そこを１点お伺いします。

〇議長（村中徹也） 民生部長。

〇民生部長（齋藤秀人） お答えいたします。

まず、この部分については国保税の改正部分に

ついて、たくさんの議論をいただいたところと認

識してございます。その中でも答弁してございま

すけれども、まずは国民健康保険制度上は必要な

ときに必要な医療費を支給するというようなとこ

ろがございます。そのためには、公費と保険税で

賄うのだという原則論がございます。その中で一

般会計の繰り出しという部分がございます。議員

が今ご指摘した部分でございますけれども、これ

に対しては国のほうからある程度考え方は出され

ていると。繰り出しは必要ありませんよというふ

うな旨の、そのような考え方は出されています。

当市の独自の部分においては、今議員おっしゃ

いましたけれども、全国的には７割方繰り出し、

これは赤字補てんとはいきませんけれども、さま

ざまな部分において繰り出しをしているのかなと

思います。また、県内においては３町、３つの町

だけが繰り出しを行ってございます。その中で当

市については、まずは平成23年度の赤字解消に向

かって、今着実に前進してございますけれども、

その目標に向かって、まだ累積赤字を抱えている

状況というものもまず検討してございます。その

ような状況の一般会計から国保への繰り出しにつ

いては、まず一般会計の財政悪化の要因になると

いうふうに考えられます。

また、この一般会計に入っています税は、たく

さんの皆さんの、市民からの税をいただいていま

すので、これが国保に導入されることにより、不

公平感が生じるということを総合的に今回検討し

てございます。その検討したうえで判断しての税

率改正のご承認を賜ったというふうに考えてござ

います。

〇議長（村中徹也） 19番。

〇19番（野呂泰喜） 法定外繰入は、いわゆる公平
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性を欠くという形で今回見合わせたという考え方

ですか。私は、前回電源三法交付金、そして各電

力さんからいただいた浄財、これを私は基金で積

んで、それを繰り入れるやり方も一つの方法論で

はなかったのかなと。いわゆる一般会計からの繰

り入れではなく、今むつ市が行っておりますいわ

ゆる職員の給料を払っておる、そういうやり方も

一つの方法論ではなかったのかなという考え方を

持っておりますから、こういう質問をしておりま

す。

次にいきます。いずれにしても、先ほど申し述

、 、 、 、べましたけれども 年齢階層 非常に川内 大畑

脇野沢、年少人口、そして生産者人口が減ってお

る これは何を意味するかというと ５年後 10年。 、 、

後はどうなるのか。いわゆる町、村に人がいなく

なってしまう現象が出てくるのではないかなと。

そして、生産ができない状態、いわゆる働く場所

を早くつくってあげ、雇用の場を含めまして、川

内地区、大畑地区、脇野沢地区が安定して生活し

ていける、そして働く場所も含めてつくってあげ

るような施策、これを市長、そろそろ出していか

ないと、いわゆる合併の意義が全く除外視されて

おると私は思いますけれども、市長の考え方をお

伺いします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 野呂議員のお話を伺ってお

りますと、合併したから人口が減少しているとい

うふうな、私は根幹にあるものがそういうふうな

ご発言と受けとめたわけでございますけれども、

人口が減っているのは、これは全国的に、日本が

減少社会に突入しているということは、もうそれ

が現実でございます。青森県も先般の速報値、こ

の前の国勢調査の速報値が137万人。我々、私は

野呂議員と同期でございますけれども、かつては

150万青森県民と、こういうふうに標榜していた

のが、もう20年たつかたたない中で137万人とい

うふうに、そうしますと、13万人と申しますと、

今のむつ市がもう２つなくなってしまったという

ふうに、そういうふうな人口減少社会に突入して

いるわけでございます。合併したからそういうふ

うになったという、何かそういうふうなとらえ方

をされるような趣旨のご発言でございますけれど

も、これは決して合併したからそういうふうなこ

とではないと、全体的な部分での人口減少社会に

突入しているのだというふうな認識を私はしてい

ます。

しかしながら、行政としてそれをいかに食いと

めるべきかというふうなことは、先ほど壇上でも

、 、お話をしましたように 野呂議員お話しのとおり

各旧町村地区は、その１次産業をしっかりと育て

なければいけないと、こういうふうな思いで、行

政としてはしっかりと対応。例えば漁業関係です

と、ナマコ増殖場造成事業とか、野菜ですと夏秋

イチゴ、それから一球入魂かぼちゃ、それからワ

イン醸造用のブドウと、そういうふうなものを行

政として私はしっかりと手当てをしてきておりま

す。その部分で、本当に数限られた人数でござい

ますけれども、雇用が少しずつ、例えば農業生産

法人におきましては、季節雇用を含めますと７名

、 、とか それからワイナリーのほうでは９名だとか

そういうふうな形で、一歩一歩それが進んできて

いるというふうに私は評価をいただきたいと、こ

のように思います。

例えば大企業をこちらに持ってこようというふ

うな、それも大きな夢がございます。しかしなが

ら、今現在この円高だとか世界環境の中で、中小

企業でさえも海外に立地をしようという動きの中

で、企業をこちらに誘致するということはなかな

か厳しい状況でございます。その厳しい中でも私

は議員各位のネットワークだとか、それから元気

むつ市応援隊の方々だとかさまざまな関係機関、

電力産業、そしてまた研究機関等々を通じまして
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ネットワークを張って、何とか企業を誘致はした

いというふうなことは引き続き頑張っていかなけ

ればいけないと思いますけれども、それはそれと

して、一方ではちゃんと１次産業についての手当

てをし、本当に少しずつではありますが、一歩ず

つではありますけれども、着実にその効果を上げ

てきていると、このように思っておりますので、

どうぞご理解をいただきたいと、このように思い

ます。

〇議長（村中徹也） 19番。

（ ） 、 。〇19番 野呂泰喜 市長の努力 これは認めます

ただ、認めますけれども、現状とすれば、現実的

、 、 、 、な問題といたしますれば 漁業 林業 加工部門

各分野の基盤の産業であります皆様方の生活が非

常に苦しくなっていくという、いわゆる逆ざや作

用という考え方、この逆ざやと言い方が正しいか

どうか、それはわかりませんけれども、非常にギ

ャップが出てきていると。私は、別に合併したか

ら減ったとかという論理は一言も言っていません

し、また合併する前から減っていることは確かな

のです。ただ、いずれにしても私はこれからこう

いうふうに年少人口、生産者人口が減っていくと

いう５年後、これは皆様ますます大変になるので

はないかなと。ですから、もうちょっと市長、誘

致企業、それは頑張っていただければ私は大変あ

りがたいと思いますけれども、地元にある産業、

それをもっともっと伸ばす。市長、ネクスト50で

述べられておりますけれども、芽出しはぐくんだ

産業、これをこれから伸ばしていくのだという、

まだまだ深化をさせるのだということを述べてお

られる、平成23年度予算書には出ておりますけれ

ども、雇用も含めて、いわゆる生活基盤をしっか

りさせるような施策をとるのだと、私その施策を

お聞きをしているだけであります。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 野呂議員は、これまで１次

産業を中心にしてお話をしてお尋ねをいただいた

ところでございますので、それに特化をして答弁

をさせていただきました。

地元産業というふうなお話をなさいましたの

で、地元産業といいますと、当然１次産業、それ

から加工産業、そういうふうなものも既存のもの

もございます。地元産業というのは、大きな魅力

があるものは原子力産業というふうな部分で、今

このむつ市を取り巻いている環境は原子力産業、

そういうふうなものを地元産業の一つに加えてい

ただいてのお話をさせていただきますならば、こ

の原子力産業にかかわる企業の力、これをアップ

するために、先ほど浅利議員に答弁をさせていた

だきましたけれども、企業連携を深める中で、そ

の第２種放射線取扱主任者資格と、こういうふう

なものを取っていただいた方が14名もおるわけで

ございます。それが１つ非常に大きなステップア

ップにつながるものと。つまり先ほど浅利議員だ

ったでしょうか、午前中の議員さんだったでしょ

うか、自衛隊の方も、現職の隊員の方もその資格

を取得いたしました。つまりその資格を取るとい

うことは、原子力産業に将来的に就職をしたいと

いうふうな気持ちがあるわけでございます。つま

りそれはむつ下北に残りたいというふうな一つの

志のあらわれであると、このように思います。

それから、もう一つ、東京のほうで派遣切りを

されたというふうなことで、こちらにふるさとに

戻ってきた。この資格の講習会があった、そして

勉強した、資格を取得した、そして企業にしっか

りと勤めることができる、そういうふうな形で、

これもやっぱり一朝一夕にはできないわけでござ

います。そういうふうな今仕組みづくりをしてい

るわけでございます。その仕組みづくりがようや

、 。く緒について実績をつくったと 企業連携の中で

これから、さあ、どうやって売り込んでいくのか

というふうなときになりつつあるわけでございま
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す。ですから私は、特に電気産業、電気事業者側

には、むつ市はこういうふうな取り組みをしてい

ると、また全国的にも行政がこういうふうな取り

組みをしているところは例がないというふうな評

価もいただいているわけでございます。それをど

んどん、どんどん売り込んでいって、地域の方々

が、地域の企業が、そこに人材を派遣して、将来

的に原子力産業のメンテナンス、そういうふうな

部分、それから高校生も先ほどご紹介をいたしま

したように、今回は合格者がございませんでした

けれども、その講習会を受けることによって、原

子力に対しての非常に基礎的な学力がついて、面

接試験ですばらしい成績をとった。地元の高校生

が非常に高い評価を受けて、そしてその関連産業

に勤めることができたわけでございます。当然最

初は中央だとか、それから新潟方面だとか、そう

いうふうなところにお勤めになる場面があります

けれども、将来的にはこちらに戻ってきたいとい

うふうな、そういうふうな気持ちの醸成ができつ

つあると。まだこれは緒についたばかりでござい

ます。しっかりとこういうふうなところを議員各

位からご支援をいただきながら、また電力産業、

そちらの事業者側からもご理解をいただきながら

進めることによって、地元に定着をする人が一人

でもふえるように我々は頑張っていかなければい

けないと、このように思っております。

１次産業はもとより、そういうふうな現在ある

地元産業と。地元産業というのは、もう原子力産

業も入っているわけでございます。その意味から

して、私たちはその取り組みをこれからもどんど

ん、どんどん進めていくことによって地元に定着

する。例えば最初の勉強期間、見習い期間は新潟

、 、に行って 例えばそちらのほうで勉強してこよう

技術を身につけようと。ところが、こちらに戻っ

てくるチャンスがいっぱいできてくるわけでござ

います。そういうふうな形で、若い人たちをここ

にとどめておくような施策を展開することが大事

であると。

特にむつ工業高校、非常に就職率がよくなって

おります。また、高く評価されております。その

お子さんたちが原子力産業関連にお勤めすること

によって、例えば向こうに二、三年行ってこちら

に戻ってくる、そういうふうなケースが当然ふえ

。 、てくるものと そこに人口が極端にふえなくても

下支えはしっかりできるものと、このように私は

理解しておりますので、野呂議員もご協力のほど

お願い申し上げたいと、このように思います。

〇議長（村中徹也） 19番。

〇19番（野呂泰喜） 市長、それはそれで私は、先

ほども申し上げましたけれども、大変評価をして

おります、頑張っていただきたいなと。いわゆる

企業、そして原子力政策、別に私は否定するもの

でもない。要は、高校生なり年少人口の方々がふ

えていけば、当然生産者人口もふえていくという

図式になります。

ただ、私が先ほどから申し上げているのは、そ

れはそれでやっていただきたいけれども、地域に

は１次産業という生活基盤がある、そこをどうこ

れからボリュームアップしていただけるのか。そ

こをお聞きしているだけであります。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） その１次産業につきまして

は、私は大きなテーマとして 「むつ市のうまい、

」 、は日本一 というふうなことを大きな政策の柱で

とにかく地産地消、その部分において、これはフ

ードマイレージとか環境にも当然影響いたしま

す。その部分で、まず地元のものをみんなで一緒

に育てようではないかと。いっぱい食べて、地元

で地産地消をし、域内消費をしていって、地元の

。 、ものをしっかり育てようではないかと これまで

私の業界、酒屋でございますけれども、ややもす

ると中央志向の、地酒を飲まないで灘の下りもの
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を、そういうふうなところが非常に、野呂議員も

当然ご承知だと思いますけれども、そういうふう

なことで、地元になかなか目を向けなかった部分

がございます。やはり地元に目を向けて、いいも

のがあると、その部分をしっかり消費して、その

産業を育てていこうというふうに私は「むつ市の

うまいは日本一」ということを大きな柱にしてい

るわけでございます。１次産業をしっかりと育て

ると、支えるというふうなこと、それがゆえに、

先ほど工藤孝夫議員のＴＰＰの問題もこの部分は

しっかりと慎重に対応しなければいけないという

ふうなことで東北市長会のほうに署名をして届け

ているわけでございます。

やはり国の根幹をなすものは１次産業である

と。そしてまた地域の経済の根幹をなすものは１

次産業であると、こういうふうな認識は私は人に

負けないくらい強いものを持っているということ

、 。でご理解をいただきたいと このように思います

〇議長（村中徹也） 19番。

〇19番（野呂泰喜） やはり１次産業、基盤産業、

また話がもとにいってしまう可能性もありますの

で、ここら辺にしておきますけれども、いずれに

しても、高校を出て地元に残って、いわゆる漁業

なり林業なり、加工産業に従事できるようないわ

ゆる環境づくり、これが私は行政、そして行政サ

ービスになるのではないかなと思っております。

このたびはこのくらいで、議長、質問を終わら

せていただきます。

〇議長（村中徹也） これで、野呂泰喜議員の質問

を終わります。

◎散会の宣告

〇議長（村中徹也） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

なお、明12月15日は斉藤孝昭議員、冨岡幸夫議

員、横垣成年議員、山本留義議員の一般質問を行

います。

本日はこれで散会いたします。

午後 ４時０３分 散会
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